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4. 一般的凸錘生産経済におけるマルクスの基本定理 

第 3 章では、レオンチェフ経済体系のモデルを前提した上で、マルクスの労働搾

取理論を現代経済学の一般均衡理論の枠組みで論証するマルクスの基本定理について議論

してきた。レオンチェフ経済体系の下でのマルクスの労働搾取概念は、置塩･森嶋型の定式

とダンカン･フォーリーやアラン･リピエッツ等の New Interpretation 派の定式の二つが存

在する。そして、いずれの定式を採用しても、マルクスの基本定理は成立する。1 3.5 節で

も論じたように、この定理は、労働搾取が正の利潤生成の唯一の源泉であるという古典的

マルクス主義のテーゼを論証するものではないが、正の利潤の伴う市場均衡を、当該経済

の生産過程における｢剰余労働の存在｣という意味での｢労働搾取の存在｣によって特徴付け

るものである。 
本章では、考察対象とする経済モデルをレオンチェフ経済体系を超えて、より一

般的な凸錘生産経済に拡張した場合における、このマルクスの基本定理の頑健性について

主に議論される。一般的な凸錘生産経済に拡張する事によって、第一に、各財の生産に際

して生産工程は 1 つずつしか存在しないようなレオンチェフ経済体系とは異なり、代替的

生産工程の存在が許容可能になる。その場合、3.3 節でも論じたように、労働価値体系の一

意性に問題が生じる。その結果、労働価値体系を前提に定義される労働搾取の定式がいか

なる修正を必要となるかを検証する必要がある。第二に、一般的な凸錘生産経済に拡張す

る事によって、結合生産の可能な生産可能性集合が分析の対象に入る。結合生産の存在が

許容される場合、有名な森嶋－スティードマン論争で明らかにされた様に、従来の連立方

程式体系による労働搾取の定義(3.6)式の下では、負の搾取率と正の利潤率が両立するとい

うマルクスの基本定理への反例が生じる。[Steedman (1975); Morishima and Catephores 
(1978)]  

これらの困難を解決する為に、代替的生産工程の存在も結合生産の存在も含めた

より一般的なフォン・ノイマン経済体系の下で、マルクスの基本定理を拡張したのが

Morishima(1974)である。Morishima(1974)では、ノイマン経済体系の均斉成長解における

正の保証利潤率、及び正の潜在成長率の必要十分条件として、定義 3.2 で与えられる労働搾

取率の正値性が証明される。Morishima(1974)はこれをもって、｢一般化されたマルクスの

                                                  
1 New Interpretation 派の搾取の定式に基づく総計一致 2 命題を論証する定理 3.6 は、総利潤＝総剰余価値の証明を通

じて、同時にこの派の労働搾取の定式の下でのマルクスの基本定理の成立をも意味する事に留意せよ。 
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基本定理｣と称した。本章は、｢一般化されたマルクスの基本定理｣の議論から始まる。 
｢一般化されたマルクスの基本定理｣によって、森嶋型労働搾取の定式(定義 3.2)は、

フォン・ノイマン経済体系の下での正の保証利潤率を伴う均斉成長解の特徴づけを与える。

しかし、2 章で論じた様に、マルクス的一般均衡解としてより尤もらしいのは再生産可能解

であった。従って、再生産可能解を解概念として前提した下で、一般的凸錘生産経済の下

でマルクスの基本定理が頑健であり得るかを検証するのが本章の主な課題である。均斉成

長解における保証利潤率とは、異なる生産工程間で成立する均等利潤率の最小値である。

よって、保証利潤率がゼロである――従って、森嶋型労働搾取率もゼロである――ときに、

当該経済の最大利潤率が正である可能性が存在し得る。均衡解概念が再生産可能解である

場合には、均衡で実現される利潤率は最大利潤率であるので、こうした可能性を孕んでい

るのである。4.1 節では、そうした反例の存在(Petri-Roemer の反例)が議論される。 
この反例への応答として、Morishima (1989)は｢強い一般化されたマルクスの基本

定理｣を論証し、Petri-Roemer の反例は全ての資本家の消費性向が 1 という非マルクス的

な資本主義的モデルの下でのみ生じるものであり、資本家の消費性向が 1 未満というより

現実的な資本主義的経済を想定する限り、彼らの反例は克服される、と論じた。4.1 節では、

Morishima (1989)のこの新しい定理は、Petri-Roemer の反例への解決法としては妥当でな

い事が論じられる。Petri-Roemer の反例の真の問題は、いわゆる劣位生産工程の存在にあ

る。Roemer (1981)は、一般的凸錘生産経済における再生産可能解の下でマルクスの基本定

理が成立する為の経済環境の定義域の必要十分条件は、その生産可能性集合が劣位生産工

程を含まない事である、と論証した。これは事実上、一般に劣位生産工程が含まれるよう

な、一般的凸錘生産経済におけるマルクスの基本定理の成立不可能性を意味する。 
この不可能性の解決の為に、一般的凸錘生産経済の下で提唱された 2 つの代替的

労働搾取の定式が、4.2 節及び 4.3 節で検証される。4.2 節では、森嶋型と同様に価格情報

から独立に搾取の定義を与える松尾型の定式[松尾(1997);Matuo (2006)]が検証される。ま

た、4.3 節では、森嶋型とは異なり、価格依存的に搾取の定義を与える Roemer 型の定式

[Roemer (1982; Chapter 5)]が検証される。結論的には、いずれの定式の場合も、劣位生産

工程を含まない生産可能性集合の経済環境の下であっても、マルクスの基本定理への反例

が生じてしまう。 
以上の議論を踏まえ、4.7 節では Yoshihara (2006; 2007)による 2 つの新たな代替

的労働搾取の定式が導入される。この 2 つの新しい定式いずれも、Roemer 型の定式と同様

に、価格情報に依存的に搾取の定義が与えられる。Roemer 型との違いは、これらの新定義

は所得依存的性質を持つという点である。すなわちそれらの定式では、各労働者の 1 労働

日供給と、それへの見返りとしての所得を｢生産｣する為に社会的に必要な労働時間との格

差として、労働搾取が定義される。このような 2 つの定式の下では、劣位生産工程が含ま

れ得る一般的凸錘生産経済におけるマルクスの基本定理が成立する事が論証される。 
以上の議論は、労働者階級の消費に関して、全ての労働者が同一の生存消費ベク
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トルを消費するという想定の下で、生産技術体系を一般化させる方向でのマルクスの基本

定理の拡張可能性についてであった。これまで、数理マルクス経済学の分野において、労

働者の消費選択の問題は明示的に扱われてこなかった。これは、そもそもマルクスの古典

的世界では、労働者の消費は労働力の再生産の為に最低限必要な財のリストとして外生的

に与えられる、という仮定に基づいている。しかしながら、マルクスが消費をこのように

外生的に扱う 2 つの理由が考えられる。1 つは、それがある程度、19 世紀当時の産業資本

主義の様式化された事実(stylized facts)であったという点である。もう 1 つは、労働価値説

の理論的一貫性を維持するためにそれが必要であるという点である。ここでの文脈に従え

ば、労働価値説とは、商品の価値はその商品の再生産のために最低限必要な労働量で決ま

ってくる事と主張する。マルクスは労働力をも商品であると解釈するから、当然、労働力

商品にも価値が定義されなければならない。したがって、労働力の価値とは労働力の再生

産のために最低限必要な労働量で決まってくる事になる。この場合の労働量とは労働力の

再生産のために最低限必要な消費財バスケットに直接間接に投入された労働量である。マ

ルクスにあっては、労働価値は市場価格を規定するものであったから、労働力の再生産の

ために最低限必要な消費財バスケットが労働者の最適選択によって変動することは、労働

価値と価格の論理的前後関係の一貫性に支障がでてくるだろう。しかしながら、今日の資

本主義経済では労働者が個々人で異なる消費選択を行なう事こそが、むしろ様式化された

事実(stylized facts)であり、また、労働価値が市場価格の動向を規定するという労働価値説

が一般には成立し得ないことは、すでに明らかにされている。従って、消費選択の問題を

マルクスモデルに導入する事は意味ある拡張なのである。 
かくして、4.6 節では、再び森嶋型労働搾取の定式に戻り、劣位生産工程を含まな

い生産可能性集合の想定の下で、同一労働の下で同一賃金収入を得ている労働者間での異

なる消費選択が存在する経済環境における、マルクスの基本定理の頑健性が検証される。

この設定の下では、均衡概念が再生産可能解であろうと均斉成長解であろうとに変わりな

く、マルクスの基本定理は成立しない事が論証される。すなわち、市場均衡において正の

利潤が生じているときには、労働者階級の平均的消費需要ベクトルに基づく森嶋型労働搾

取率は必ず正になる。しかし、そのとき、同時に、労働者個人としては負の搾取率となる

可能性を、一般的に排除できないのである。 
この不可能性は、労働者の消費する財ベクトルの生産に要する社会的必要労働量

を情報的基礎として搾取率を定義する、森嶋型を代表とする労働搾取の定式化に対する深

刻な批判を含意する。このような定式化の場合、選択される消費財ベクトルが労働者間で

異なるならば、同一の労働条件で同一の労働供給量に対して同一の賃金収入を受け取る労

働者間での搾取率が異なる事になる。なぜこれが批判の対象になるかと言えば、労働搾取

とは、客観的な労働条件に関する指標であり、消費選択という個々人の主観的要因によっ

て、その値が違い得るべきではない、と思われるからだ。対して、4.7 節で導入される、

Yoshihara (2006; 2007)による 2 つの新たな代替的労働搾取の定式の場合は、こうした批判
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は適用されない。これらの定式の下では、消費選択が如何に異なろうと、同一の労働供給

量で同一の賃金収入を受ける限り、その搾取率は同一になるからである。したがって、こ

れらの定式の下では、労働者間での異なる消費選択が存在する経済環境におけるマルクス

の基本定理も、頑健である事が論証される。 
以上の議論を通じて、4 章で明らかにされる事は、想定する経済環境のモデルを生

産技術と消費選択それぞれに関して一般化するにつれ、森嶋型の定式に基づくマルクスの

基本定理は頑健ではなくなるという困難である。他方で、所得依存的な労働搾取の新たな

定式の下では、これらの困難は全て克服される。それらは、マルクス経済学が、｢労働価値

及び労働搾取概念の価格及び所得情報からの独立性｣という伝統的な公理に拘泥する限り、

正の利潤の背景に剰余労働の存在を見出すマルクス理論のエッセンスを放棄せざるを得な

い事を示唆している。その事について、章末に簡単に言及される。 
 
4.1. 森嶋型労働搾取に基づくマルクスの基本定理 

本節では森嶋型労働搾取の定義に基づいて、一般的凸錘生産経済におけるマルクスの

基本定理の成立を巡る論争について議論する。2.4 節で議論したフォン･ノイマン経済体系

における均斉成長解を前提にした議論から始めたい。最初に、定義 3.1.で与えた、一般的凸

錘生産経済での森嶋型労働価値の定義を、フォン・ノイマン経済体系特殊な形式で既述し

直す。 
 

定義 4.1 [Morishima (1974)]: 任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、任

意の非負財ベクトル n
+∈c R の労働価値(labor value of c )は以下の問題の解によって与えら

れる最小値である： 
                                    min L≥x 0 x                 (Ｐ4.1) 

s.t. [ ]B A− ≥x c . 

 

この問題の解を 0x で表す事にしよう。そのような解は確かに存在する。それは 0L ≥x によ

って、この問題の目的関数が下に有界である事、及び、仮定 A1’’より、制約条件を満たす ≥x 0
の集合が非空である事から確認される。尚、上記の労働最小化問題は線形計画法の形式を

持っているので、その双対問題 
 
                                   max ≥Λ 0 Λc                 (Ｐ4.2) 

s.t. [ ]B A L− ≤Λ , 

を考える事ができる。さらに、この双対問題の解を 0Λ と記せば、双対定理より、 0 0L =x Λ c  
が従う。 
 かくして、フォン･ノイマン経済体系における森嶋型労働搾取率は以下のように定
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義される： 
 

定義 4.2. [Morishima (1974)]: 任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、

所与の実質賃金ベクトルbにおける労働の搾取率(the rate of labor exploitation)は以下の

ように与えられる： 

( )
0

0

1 Le
L
−

≡
xb
x

. 

 
 以上の搾取の定義の下で、フォン･ノイマン経済体系下の均斉成長解が、正の保証

利潤率＝正の潜在成長率を持つための必要十分条件が与えられる： 
 

レ ン マ 4.1. ： 任 意 の 資 本 主 義 経 済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω に お い て 、

( ), , nπ +∈Δ× ×p x R Rが均斉成長解である。このとき、 ( ) 0 0e π> ⇒ >b である。 

 
証明：定義 2.3-(a)より、 

[ ](1 )B A Lπ≤ + +p p b              (4.1) 

である。これに 0x を右から乗ずると、 

[ ]0 0(1 )B A Lπ≤ + +p x p b x .           (4.2) 

他方、定義 4.1 及び定義 4.2 より、 

                           ( )( )0 01B A e L⎡ ⎤≥ + +⎣ ⎦x b b x .            (4.3) 

これにpを左から乗ずると、 

                           ( )( )0 01B A e L⎡ ⎤≥ + +⎣ ⎦p x p b b x .                     (4.4) 

(4.2), (4.4)より、 

                              ( ) [ ]0 0e L A Lπ≤ +b x p x .                        (4.5) 

( ) 0e >b より、 ( ) 0 0e L >b x である。したがって、 [ ] 0 0A Lπ + >p x 。つまり、 0π > 。 Q.E.D. 

 

レ ン マ 4.2. ： 任 意 の 資 本 主 義 経 済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω に お い て 、
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( ), , nπ +∈Δ× ×p x R Rが均斉成長解である。このとき、 ( )0 0eπ > ⇒ >b である。 

 
証明：定義 2.3-(b)より、 

[ ](1 )B A Lπ≥ + +x b x  

である。ここで定義 4.1 の双対問題(P4.2)の解 0Λ を上式に左から乗じると、 

                           [ ]0 0(1 )B A Lπ≥ + +Λ x Λ b x .                        (4.6) 

一方、双対問題(P4.2)の制約式に左から xを乗じると、 
0 0B A L≤ +Λ x Λ x x .                 (4.7) 

したがって、(4.6), (4.7)より、 

                           [ ]0 0A L L Lπ + ≤ −Λ b x x Λ b x .                       (4.8)  

ここで、双対定理より 0 0L =x Λ bである事を考慮すれば、(4.8)の右辺は 

                          [ ] ( )( )0 0A L e L Lπ + ≤Λ b x b x x .                      (4.9) 

ここで仮定 A1’’より、 0L >x であるので、 0π > ならば(4.9)式の左辺は正の実数となり、し

たがって右辺もそうなる。したがって、 ( ) 0 0e L >b x であるが、これは ( ) 0e >b である事と

同値である。                                                              Q.E.D. 
 
以上のレンマ 4.1 及びレンマ 4.2 より、以下の結論｢一般化されたマルクスの基本定理｣

(GFMT)が従う： 
 
定理 4.1 [Morishima (1974)] (Generalized Fundamental Marxian Theorem （GFMT)）: 

任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、その生産技術体系が A1’’と A2’’

を満たすフォン・ノイマン体系として特徴付けられるとしよう。そのとき、この経済での

均斉成長解 ( ), , nπ +∈Δ× ×p x R R が正の保証利潤率 0π > を伴う為の必要十分条件は

( ) 0e >b である。 

 
森嶋自身は、定義 2.3-(ｂ)の不等式体系におけるスカラーπ を g で表し、これを特に経済の

潜在成長率(potential growth rate)と呼んでいた。すなわち、既存の生産技術体系 ( ), ,A B L
と労働力の実質賃金ベクトルb所与の下で、可能な比例的成長率の最大値を表したのが g

である。したがって、定理 4.1 は、正の労働搾取率の存在が当該経済の正の潜在成長率の存
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在の必要十分条件である事をも意味している。また、定理 4.1 の系として以下の結果を導く

事も比較的容易なことである： 
 

系 4.1：任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、その生産技術体系が A1’’

と A2’’を満たすフォン・ノイマン体系として特徴付けられるとしよう。そのとき、この経済

での均斉成長解 ( ), , nπ +∈Δ× ×p x R Rがゼロの保証利潤率(潜在成長率) 0π = を伴う為の必

要十分条件は ( ) 0e =b である。 

 
 このように、結合生産や固定資本の存在を許容するフォン・ノイマン経済体系に

おいても、均衡概念を均斉成長解で考える限り、レオンチェフ経済体系のときと同様、マ

ルクスの基本定理は頑健である。フォン・ノイマン経済体系における均斉成長解は、生産

工程間で保証利潤率が均等化し、工程間で潜在成長率が均一化する特徴を持っており、そ

の特徴において、レオンチェフ経済体系での再生産可能解と同様の性質を保持している。

しかしながら同時に、レオンチェフ経済体系での再生産可能解は、その均衡配分は市場価

格の所与の下での、各資本家の資本制約下での利潤最大化という合理的意思決定によって

ミクロ的基礎付けを賦与されるものであったし、その結果、パレート効率的な性質を持つ

ものでもあった。他方、定理 2.5 でも確認したように、フォン・ノイマン経済体系における

均斉成長解は、そうした資本家の合理的意思決定というミクロ的基礎付けを持たないし、

その配分はパレート効率的性質を必ずしも満たさないのであった。 
したがって、市場経済における資源配分メカニズムの均衡が、資本家の合理的意

思決定を媒介に齎される性質を持つ場合には、労働搾取に関するこの均衡配分はいかなる

性質を持つのであろうか？この事を見る為に、我々はフォン・ノイマン経済体系における

資本主義的市場均衡の解概念として、再生産可能解に再び戻り、その解の下でのマルクス

の基本定理の頑健性を確認する事にしたい。 
残念ながら、以下の例が示すように、フォン・ノイマン経済体系における再生産

可能解を前提とした場合、マルクスの基本定理は一般には成立しない： 
 
例 4.1. [Roemer (1980)] (再生産可能解の下での、マルクスの基本定理の不成立)：例 2.1 と

同様のフォン・ノイマン経済の数値モデルを前提しよう。そのときの均斉成長解の集合は

(2.2)式で与えられるのに対して、再生産可能解の集合は(2.3)式で与えられるのを確認でき

る。この数値モデルの下での森嶋型労働搾取の定義に基づき、搾取率を計算してみよう。 

                [ ] 1 1 2

2 1 2

2 11 2 1
11 1 1

x x x
B A

x x x
+ ≥⎡ ⎤ ⎧⎡ ⎤ ⎡ ⎤

− ≥ ⇔ ≥ ⇔ ⎨⎢ ⎥⎢ ⎥ ⎢ ⎥ + ≥⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎣ ⎦ ⎩
x b                (4.10) 

この連立不等式の解の集合は不等式 1 2 1x x+ ≥ の解の集合と一致する。その集合の中で 
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( ) 1
1 2

2

1,1
x

L x x
x
⎡ ⎤

= = +⎢ ⎥
⎣ ⎦

x  

の最小値は 1 に他ならず、したがって解の集合は 1 2 1x x+ = を満たす非負のベクトルの集合

となる。今、 0x をそのような解の一つとすると、 0 1L =x が成立する。したがって、定義

4.2 より搾取率 ( ) 0e =b となる。 

 ところで、例 2.1 での議論より、均斉成長解の下での保証利潤率は * 0π = であっ

た。これは系 4.1 の結果とも整合的であり、マルクスの基本定理とも矛盾しない。他方、再

生産可能解の集合の中で、非自明解――すなわち総生産点が原点ではない――を取り上げ

ると、その場合、いずれも正の均衡利潤率 
**

** 1
** **
1 2

0
2

p
p p

π = >
+

 

を伴っている事を確認できる。すなわち、搾取率 ( ) 0e =b の下でも正の均衡利潤率 ** 0π > が

存在している。これは、再生産可能解を前提にした場合、フォン・ノイマン経済体系にお

いては、マルクスの基本定理は一般には成立しない事を意味する。                Q.E.D. 
 
(4.10)式より確認できるように、例 4.1 におけるフォン・ノイマン経済体系では、第 1 工程

の純産出ベクトル 1 1

1
1

B A ⎡ ⎤
− = ⎢ ⎥

⎣ ⎦
を、第 2 工程の純産出ベクトル 2 2

2
1

B A ⎡ ⎤
− = ⎢ ⎥

⎣ ⎦
が、ベクトル

の不等号の意味で優越している。換言すれば、第 1 工程は第 2 工程に比して、劣位な生産

工程である。このような劣位生産工程(inferior production process)が存在するような経済

環境において、例 4.1 が示すような、ゼロの搾取率の下での正の均衡利潤率の存在というマ

ルクスの基本定理への反例が起こり得るのである。 
 上記の反例は Roemer (1980)によって提示されたが、類似の反例を、Econometrica
誌の同号において、Petri (1980)も提示している。これに対して、Morishima(1989)では、

Roemer(1980)や Petri (1980)の反例とは、全ての資本家はその全利潤を資本蓄積ではなく、

個人消費に費やすという非マルクス的な状況でのみ得られる奇妙なもので、資本家の消費

性向を 1 より小とすれば回避できると反論している。そしてそのような立場から、以下の

ような、｢強い一般化されたマルクスの基本定理｣(SGFMT)を示した。 
 
定理 4.2 [Morishima (1989)] (Strong Generalized Fundamental Marxian Theorem 

（SGFMT)）: 任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、その生産技術体

系が A1’’と A2’’を満たすフォン・ノイマン体系として特徴付けられるとしよう。そのとき、

資本家の貯蓄が正であるときに、いかなる比例成長状態においても、対応する利潤率が正

になる為の必要十分条件は ( ) 0e >b である。 
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この定理の証明に入る前に、任意の非負・非ゼロベクトル xを前期の生産活動ベク

トルを表すものとしよう。他方、 ≥x 0を今期の生産活動ベクトルを表すものとしよう。ま

た、経済環境 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω における潜在成長率 cg を以下の問題の解として定

義する： 

1max g g>−  

                             s.t. [ ]B A L≥ + +x b x c ,                         (4.11) 
                              [ ] ( )[ ]1A L g A L+ ≥ + +b x b x .                  (4.12)  

 
この最大化問題の二つの制約式のうち、(4.11)は前期の産出物の範囲内で、今期の資本財投

資、労働者階級の実質賃金に相当する消費財ベクトル、資本家階級の総消費財消費ベクト

ル ≥c 0を賄わなければならないという、予算制約条件を表している。(4.12)は、今期の資

本財及び労働者の労働力再生産用の消費財からなる総資本投資は、少なくとも前期の総資

本投資をある比率 ( )1 g+ で比例的に成長させた値でなければならない事を意味する。この

問題の解 cg の遂行によって、予算制約の範囲内で前期の生産物を今期の資本投資と資本家

自身の個人消費に分ける事を許容した上で、今期の投資資本 [ ]A L+b xは前期の投資資本

[ ]A L+b xからの最大比例成長より以上の財ベクトルとして決定されなければならない。 

 

レンマ 4.3：任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、 0 0L >x , 0L >x で

あるとする。このとき、潜在成長率 cg が正ならば、 ( ) 0e >b である。 

 
証明：(4.11)より、 

[ ]B A L≥ + +x b x c  

である。ここで定義 4.1 の双対問題(P4.2)の解 0Λ を上式に左から乗じると、 

                           [ ]0 0 0B A L≥ + +Λ x Λ b x Λ c .                       (4.13) 

一方、双対問題(P4.2)の制約式に左から xを乗じると、 
0 0B A L≤ +Λ x Λ x x .                 (4.14) 

また、(4.12)に左から 0Λ を乗ずると、 

[ ] ( ) [ ]0 01 cA L g A L+ ≥ + +Λ b x Λ b x . 

これを(4.13)と比べると、 



 10

( ) [ ]0 0 01 cB g A L≥ + + +Λ x Λ b x Λ c  

となる。これと(4.14)式を合わせると、 

                        ( ) [ ]0 0 01 cL g A L− ≥ + +x Λ b Λ b x Λ c .            (4.15) 

ここで、双対定理より 0 0L =x Λ bである事を考慮すれば、(4.15)は 

( )( ) [ ] ( )0 0 0 0 0 0c c cL e L g A L g L L g A≥ + + = + +x b x Λ b x Λ c x x Λ x Λ c . 

0 0L >x , 0L >x である事より、( )0 0cg L L >x x ならば ( )( )0 0L e L >x b x である。   Q.E.D. 

 

レンマ 4.4：任意の資本主義経済 ( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、価格体系 ( ),1p の下

で、資本成長率、利潤率、及び資本家の貯蓄性向を、それぞれ 

[ ]( )
[ ]

K A L
g

A L
+ −

≡
+

p b x x
p b x

, 
( )

[ ]
K B A L

A L
π

− +⎡ ⎤⎣ ⎦≡
+

p b x
p b x

, 
( )
( )

B A L
s

B A L
− + −⎡ ⎤⎣ ⎦≡
− +⎡ ⎤⎣ ⎦

p b x pc
p b x

 

であるとする。このとき、 K Kg sπ= である。 
 
証明：(4.11)式に、自由財のルールを適用させるようにして、左辺から ∈Δp を乗ずると、 

[ ]B A L= + +p x p b x pc . 
したがって、これを変形すると、 
                      [ ] [ ]B A L A L− − − = +p b x pc p b x+ ,              (4.16) 

但し ( )≡ −x x x+ . 
この(4.16)式の左辺は｢総利潤－資本家階級の総消費｣で総貯蓄を表し、かつ、右辺は新資本

投資額を表している。つまり、貯蓄と投資の均等式を表している。(4.16)式の両辺を前期の

総資本価値額 [ ]A L+p b xで割ると、左辺は資本貯蓄率 Ksπ に、右辺は資本成長率 Kg にな

る。                                     Q.E.D. 
 
定理 4.2 の証明： ( ) 0e >b ならば保証利潤率π が正になる事は、レンマ 4.1 より従う。また、

潜在成長率 cg が正ならば ( ) 0e >b である事は、レンマ 4.3 より従う。最後に、保証利潤率π

は定義より、 Kπ π≤ 。ここで資本家の貯蓄性向が正なので、 0K Kg sπ= > 。また、比例的

成長の前提の下では、対応する資本成長率 Kg が潜在成長率を超える事はないので、潜在成

長率 cg は正となる。かくしてレンマ 4.1 とレンマ 4.3 が繋がり、定理 4.2 の証明が完成す
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る。                                                       Q.E.D. 
 
上記の証明において、レンマ 4.4 の主張自体は、当該経済の資本蓄積が比例成長経路にある

か否かには関係なく成立する。しかし定理 4.2 の主張は、経済が均斉成長解の下にある事は

要請していないものの、依然として資本蓄積が比例成長経路にある事が前提されている事

に注意する必要がある。この前提がある限り、上記の定理の証明は正しいのであるが、そ

うでない場合、資本成長率 Kg 一般が潜在成長率 cg より以下の数値を取るという保証はない

事に留意しておくべきであろう。 
  ｢強い一般化されたマルクスの基本定理｣は確かに正しい命題であるが、残念ながら

この定理で以ってしても、例 4.1 で提示された反例――再生産可能解の下での均衡利潤率が

正である事と搾取率がゼロである事が並存するケース――への解決策としては無力なまま

である。すなわち、この反例に対しての Morishima(1989)における、資本家の消費性向を 1
より小とすれば回避できる、という反論は妥当とは言えない。それは、第一に、｢強い一般

化されたマルクスの基本定理｣は、正の労働搾取率との同値性が証明されるべき対象とする

利潤率を、均斉成長解の下での保証利潤率に限定する必要が無く、あらゆる任意の比例的

成長状態での対応する利潤率に関して同値定理が適用できるという意味で、確かに｢一般化

されたマルクスの基本定理｣よりも、搾取と利潤の同値定理としての主張は｢強められてい

る｣と言える。しかしながら、その定理は依然として、比例的成長状態を前提しているとい

う点で限定的な主張に過ぎない。そして、例 4.1 の反例とは、比例成長状態にないような再

生産可能解の下で生じ得る事態について論じているものである。したがって、｢強い一般化

されたマルクスの基本定理｣の適用によっても、再生産可能解の下での均衡利潤率が正であ

る事と搾取率がゼロである事が並存する問題を解決する事にはならない。第二に、例 4.1 の

事態は、資本家の消費性向を 1 より小とすれば回避できる、という問題ではない。実際、

以下で示すように、我々は例 4.1 の事態を資本家の消費性向がゼロと解釈したとしても尚、

問題の事態を解消する事ができない事を発見するだろう。真の問題は、経済が比例的成長

状態にあるとする前提の下で議論をすべきか否か、という点にあり、この前提を外すや否

や、例 4.1 のような事態が生じ得る事を示したのが、Roemer(1980)や Petri (1980)の反例

だったのである。 
 
例 4.2. (再生産可能解の下での、マルクスの基本定理の不成立)：例 2.1 と同様のフォン・ノ

イマン経済の数値モデルを前提し、経済が非自明な再生産可能解の下にあるとしよう。再

生産可能解の集合は(2.3)式で与えられている。非自明な再生産可能解の一つを ( )** ** **, ,πp x

で表し、このとき、 ( )** 1,0=p とし、 ** 0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x であるとしよう。また、このとき均衡利潤

率 **π は必ず正である。今、資本家の消費性向はゼロであり、利潤の全てを新投資に費やす
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状況を仮定しよう。すると 

( )** **
**

** **
K B A L

A
π π

− +⎡ ⎤⎣ ⎦= =
p b x

p x
 & 

( )** **

** **
K

A
g

A
−

=
p x x
p x

 

となり、結局、資本家の消費がゼロより、 

( ) ( )** ** ** **B A L A− + = −⎡ ⎤⎣ ⎦p b x p x x  

である事より、 0K Kgπ = > が従う。実際、 

( ) ** ** 1
0

B A L A ⎡ ⎤
− + = =⎡ ⎤ ⎢ ⎥⎣ ⎦

⎣ ⎦
b x x  

より、 1K Kgπ = = である。また、 ** ** ** 2A B L⎡ ⎤= − =⎣ ⎦p x p x である事より、
0
2
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x によっ

て、資本の拡大成長が可能である。つまり、初期時点で
1
0
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

ω だった資本財ストックは、

次期の生産においては
2
0

A ⎡ ⎤′ = = ⎢ ⎥
⎣ ⎦

ω x まで利用可能に蓄積されている。 

 他方、例 4.1 で計算したように、搾取率は依然として ( ) 0e =b である。かくして、資

本家の消費性向が 1 より小さいと明示的に仮定したとしても尚、依然として正の利潤率と

ゼロの搾取率が並存する状況は消滅しない。                 Q.E.D. 
 
この数値例の経済モデルの場合、例 2.1 で示したように均斉成長解における保証利潤率がゼ

ロなので、これは潜在成長率 cg がゼロである事を意味する。しかし、非自明な再生産可能

解 ( )** ** **, ,πp x で実現される資本利潤率 Kg は正である。しかし、この再生産可能解は定義

2.3-(ｂ)の条件も(4.11)-(4.12)式の条件も満たしていない。(4.11)- (4.12)式を満たしていない

という点で、この解は定理 4.2 の比例的成長状態という前提条件を満たしていないのである。 
 このように、森嶋による Roemer(1980)－Petri (1980)の反例問題への解決案は、結局、

｢一般化されたマルクスの基本定理｣自体を｢強める｣事には、ある意味、成功していても、

反例が想定する状況そのものを解消するような提案ではなかった、と言うほか無い。そも

そも反例の生じる事態を、資本家の消費性向が 1 であり、まったく資本蓄積が行われ得な

い状況であると解釈した点に、問題があったのである。 
 次に、Roemer(1980)自身による、この反例問題の処理について見てみよう。

Roemer(1980)の解決案は、例 4.1 の生ずる事態を、生産技術体系内に劣位生産工程が存在

する点にその原因をみなし、そのような工程を排除する事で、マルクスの基本定理の主要

なメッセージを救出するというものである。劣位生産工程を排除する為の条件として、

Roemer(1980)は以下のような追加的仮定[生産の非付属性]を導入した： 
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A5 [生産の非付属性] (Independence of Production): ( )0 , , Pα∀ = − − ∈α α α , ˆ ≥α 0 ,  

ˆ≤ <0 c α , ( )0 , , Pα′ ′ ′∃ − − ∈α α  s.t. ′ ′− ≥α α c  & 0 0α α′ < . 

 
この意味は、ある生産点αの下で α̂の純産出が得られるときには、この α̂よりも少なくとも

1 財だけは厳密により小であるような純産出ベクトルcを生産するのに際して、α̂を生産す

るときに要した労働量 0α よりも厳密に少ない労働量 0α′で生産できるような別の生産点

( )0 , , Pα′ ′ ′− − ∈α α が存在する、という事を生産可能性集合の性質として仮定するものである。

これは、この生産可能性集合を基に導出される可能純産出集合の非負象限に関しては、所

与の投下労働量の下である財の純産出を増やすときには、必ず、他に純産出を減らす財が

存在するような、したがって非負象限における可能純産出フロンティア曲線の傾きが必ず

負、ないしは右下がりになる事を要請している。容易に確認できるように、例 2.1 で定義し

たフォン・ノイマン経済体系における生産可能性集合は、仮定 A5 を満たしていない。 
 Roemer(1980)は一般凸錘生産経済の下でマルクスの基本定理が成立する為の必要

十分条件は、対応する生産可能性集合が仮定 A5 を満たしている事を証明した2： 
 
定理 4.3 [Roemer(1980)] (Fundamental Marxian Theorem in Convex  Cone Economies 

（FMTCCE)）: 任意の資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν

ν∈
b ω において、その生産技術体系が

A1, A2, A5 を満たすとしよう。そのとき、この経済での任意の再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が正

の利潤を伴う為の必要十分条件は ( ) 0e >b である。 

 

証明： 再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の定義 2.1.-(b)より、 0ˆ α− ≥α b 0である。 

 (⇒ ): 最初に、 ( ) 0e ≤b であるならば、この解の下での均衡利潤率が非正である、

すなわち、 0ˆ 0α− =pα である事を示す。 ( ) 0e ≤b より、 ( ). . 1l v ≥b である。さらに、ある生

産点 * P∈α の下で、 ( )*
0 . .l vα = b が成立する。生産可能性集合の凸錘性より、 

                             ( ) ( )*
0 0 0 0 0. . . .l v l vα α α α α≤ = =b b .                 (4.17) 

                                                  
2 Roemer (1980, 1981)でのオリジナルの議論では、生産可能性集合は単に閉凸である事を要請されるのみであり、錘性

すらも仮定されていない。その為に、対応するマルクスの基本定理もその証明も、もう少し複雑な構造を帯びるが、こ

こでは議論の見通しの良さを維持する為に、閉凸錘の仮定のままで議論を通したい。 
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今、 0ˆ α− >α b 0であるとしよう。すると A5.の適用によって、ある生産点 ( )0 , , Pα′ ′ ′− − ∈α α

が存在して、 0α′ ′− ≥α α bかつ 0 0α α′ < となる。しかしこれは、(4.17)より ( )0 0. .l vα α′ < b と

なり、 ( )0. .l v α b がベクトル 0α bの純産出に必要な最小労働量である事に矛盾する。したが

って、 0ˆ α− >α b 0とはならず、 0ˆ α− =α b 0。それゆえ、 0ˆ 0α− =pα である。 
 (⇐ ): 次に、 ( ) 0e >b のときに 0ˆ 0α− >pα となる事を示す。 ( ) 0e >b より、任意の

( )0 , , Pα′ ′ ′− − ∈α α に関して、 0ˆ α′ ′≥α bであれば ( )0 0. .l vα α′ ′> b である。したがって、再生産

可能解の総生産点に関しても、 ( )0 0. .l vα α> b である。また、定義より、ある生産点 * P∈α

の下で、 *ˆ ≥α bかつ ( )*
0 . .l vα = b が成立する。今、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の下で均衡利潤率

がゼロと仮定しよう。したがって、 0ˆ 0α− =pα である。ここで代替的な生産点として 

( )* * *
0 0 0 0, , Pα α α α− − ∈α α  

を考えよう。この生産点での利潤は *
0 0ˆα α≥α bである事、及び、 ( ) *

0 0 0 0. .l vα α α α> =b であ

る事から、 * *
0 0 0ˆ 0α α α− >p α となる。かくして、生産点 * P∈α の下で正の利潤が可能であ

る。よって、ある適当な 0λ > の下で、 *λ =p α pωとなるような生産点 * Pλ ∈α において、

社会全体の総利潤は正となる。これは再生産可能解の総生産点αの下で、社会全体の総利潤

が最大化されるという性質に矛盾する。よって、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の下で均衡利潤率

は正でなければならない。                                                   Q.E.D. 
 

定理 4.4 [Roemer(1981)]: 任意の資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν

ν∈
b ω において、その生産

技術体系が A1, A2, A3 を満たすとしよう。今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。そのとき、

この経済での任意の再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が正の利潤を伴う為の必要十分条件が ( ) 0e >b

であるならば、生産技術体系は A5 を満たす。 
 
この定理の証明は、もし A5 が満たされない生産可能性集合であれば、それを生産技術体系
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として持つある経済環境の環境の下で、ある再生産可能解が存在して、そこではゼロの搾

取率と正の均衡利潤が両立している事を示す事によって、完結できる。その為に、証明に

先立って、A5 が満たされない状況を仮定として定式化しておこう： 
 
¬ (A5)： P∃ ∈α  & ∃ >c 0  s.t. ˆ >α c  & ,P′∀ ∈α  [ ˆ ′ ≥α c 0 0α α′⇒ ≥ ]. 

 
定理 4.4 の証明：今、¬ (A5)を仮定しよう。そのとき、¬ (A5)で存在が保証されたcの純生

産に関して必要な最小労働投入量を、¬ (A5)で存在が保証されたαが規定している。すなわ

ち、 ( )0 . .l vα = c である。ところで¬ (A5)で存在が保証されたαは、 ( ). .l v c を規定するとい

う点で同じような性質を持つ他の生産点αDと比べても、常に純産出ベクトルに関して、

( )ˆ ˆ¬ <α αD であるようなものとして、一般性を失う事無く、選出する事が可能である。ここ

で 0α≡b c と置けば、このとき 0ˆ α>α bである。また、生産可能性集合の凸錘性より、

( ). . 1l v =b が従う。かくして ( ) 0e =b である。 
 ところで上段落で議論したαの選出の仕方より、任意の P′∈α に関して、 0ˆ α′ ≥α bな

らば 0 0α α′ ≥ であるので、 0 0ˆ ˆα α′′ − > −α b α bとは決してならない。すなわち、 0ˆ Pα− ∈∂α b �

である。ここで、資本財の初期賦存 ( )
N

ν

ν∈
ω に関して、

N
ν

ν∈
≡ ∑ω ω と置くと、 =ω αとし

よう。また、このとき ( )0 #Oα ≤ω としよう。すると再生産可能解の存在を論ずるに十分な

経済環境のデータが揃った。このとき *∈ω ^ が言えるので、定理 2.2 より、この経済環境

において再生産可能解 ( )( ),1 , ′p α が存在する。また、定理 2.4 より、この価格体系 ( ),1p の

下で、効率的再生産可能解が存在し、それは上記の議論より ( )( ),1 ,p α が、少なくともその

一つである。 

 さらに 0ˆ α− >α b 0より、ベクトル 0ˆ α−α bと n
−R は、{ }0ˆ nα −− ∩ = ∅α b R である。よ

って分離定理より、ある価格体系 ( )*,1p の下で、 * 0n
− ≤p R かつ *

0ˆ 0α− >p α となる。ここで、

0ˆ Pα− ∈∂α b � かつ、 =ω αである事から、この価格体系は、一般性を失う事無く、αを利潤

率最大化点として支持するベクトルとして選出できる。以上の議論より、 ( )( )*,1 ,p α は一つ

の効率的再生産可能解となり、このとき均衡利潤は正である。 ( ) 0e =b である事はすでに

確認済みなので、以上で求める結論が得られた。                                Q.E.D. 
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 以上の議論より、経済環境をレオンチェフ経済体系よりもより一般的な生産技術体

系を持った環境に拡張し、そのような環境での再生産可能解を均衡概念として考える限り、

森嶋型労働搾取の定義の下では、マルクスの基本定理は極めて限定的な状況でしか成立し

ない事が明らかにされた。すなわち、生産技術体系が｢生産の非付属性｣の性質を持つよう

な経済環境において、そしてそのようなケースにおいてのみ、マルクスの基本定理の成立

が保証される。しかし、生産技術体系の｢生産の非付属性｣という仮定は、かなり強い仮定

であり、かつ、その仮定を正当化ないしは擁護するような積極的な経済学的理由は存在し

ないように思える。その意味で、定理 4.3 と定理 4.4 による、マルクスの基本定理の成立の

ための必要十分条件の特徴づけは、マルクス的労働搾取の基本定理的な含意に関する事実

上の不可能性定理として解釈可能であるかもしれない。 
 このような不可能性に直面した際の我々の可能な有効戦略は、以下の 2 点のみにな

ろう。第一は、均衡概念としての再生産可能解の採用を止め、均斉成長解その他の代替的

均衡概念を用いて、その下で定義される利潤率と搾取率との同値関係の成立を分析する方

向である。これは特に、均斉成長解の下では森嶋の｢一般化されたマルクスの基本定理｣が

頑健である事からも、説得力がある方向性に思えるかもしれない。しかしながら、均斉成

長解に内在する問題点、この解と比較しての再生産可能解の優れた性質などについては、

第 2 章でも指摘してきた通りである。我々は、均斉成長解概念ではなく、再生産可能解概

念を採用する十分な動機を揃えており、その動機の妥当性については、例 2.1 などでの議論

を見ても明瞭であると思われる。 
 第二の戦略は、均衡概念は再生産可能解を保持したままで、労働搾取の定式を、森

嶋型定式に拘泥する事無く、その代替的定式化の可能性について探求するという方向性で

ある。実際、森嶋型以外の搾取の定式に関する代替案も、為されてきている。それゆえに、

こうした代替的定式の下で、再生産可能解下の均衡利潤の正値性の必要十分条件を論ずる

のは、第一の戦略に比べてより有意味であると思われる。したがって、以下の節では、森

嶋型以外の搾取の定式に関してこれまで成されてきたいくつかの代替案について検討する。 
 
4.2. 代替的労働搾取の定式に基づくマルクスの基本定理の可能性：その 1 

以下ではまず、近年の松尾匡による、フォン・ノイマン経済体系での労働価値の

再定義(松尾(1997); Matsuo (2006))を紹介する。その定義とは以下のように与えられる。今, 
労働者の財に関する消費選好を表す効用関数、もしくは労働者の厚生水準を評価する、 n

+R
上で定義された実数値関数を ( )u ⋅ とする。これは各財について連続かつ単調増加な性質を持

つものと仮定される。労働者の 1 労働日あたりの貨幣賃金１に対応する実質賃金ベクトル

が n
+∈d R であるとしよう。この財ベクトルdと少なくとも無差別な効用を与える任意の財

ベクトルのうち, 最小の労働投入で純生産可能な財ベクトルの労働投入量を, 財ベクトル

dの労働価値とするのが, 松尾(1997)(及び Matsuo (2006))の労働価値の再定義である。す
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なわち, 最小化問題 

                min
m

L
+∈x R
x  . .s t  [ ]B A− ≥x y , ( n

+∀ ∈y R : ( ) ( )u u≥y d )            (P4.3) 

の解の最小値 uLx が財ベクトルdの労働価値となる。したがって、労働搾取は1 uL− x によ

って定義される事になる。 
 以下では, この労働価値の再定義それ自体の妥当性について検証する。松尾はこの

再定義に基づく搾取の定義を前提にすれば, 例 4.1 で論じた様な、劣等生産工程の存在によ

って生じる｢搾取率ゼロの下での正の利潤の成立｣という、フォン・ノイマン経済体系で生

じる｢マルクスの基本定理への反例｣を解決する事が出来ると主張している。確かに例 4.1 に

おける｢搾取率ゼロの下での正の利潤の成立｣に関しては、松尾の労働搾取の定義で解消さ

れる。しかしながら例 4.1 は、一般的凸錘生産経済において、再生産可能解の下でマルクス

の基本定理が、少なくとも森嶋型の搾取の定式に基づく限り、成立しないという不可能性

を示す為の一例に過ぎない。したがって、真の問題は、松尾型労働搾取の定義の採用によ

って、一般的凸錘生産経済における再生産可能解の下で、マルクスの基本定理が成立する

か否かにある。残念ながら、この点に関しては、依然として基本定理は成立しない事につ

いて、以下、確認する事になる。 
 最初に例 2.1 の数値モデルの下で、松尾型労働搾取の性質について、見ていく。 
 
例 4.3： 今, 例 2.1 に類似のフォン・ノイマン生産技術体系 ( ), ,A B L であって, 以下のよう

な数値例を考える： 
2 3
2 2

B ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, 
1 1
1 1

A ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, ( )1,1L = . 

かつ,労働者の厚生を評価する、 2
+R 上で定義された連続かつ強単調な実数値関数を、 ( )u ⋅ で

表す事にしよう。この厚生関数 ( )u ⋅ は必ずしも労働者個人の消費需要ベクトルを合理的に

導出する様な、通常の新古典派が期待する役割を果たすものとは想定されていない事に留

意せよ。したがって、労働者の実質賃金ベクトルdは
1
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

b であると想定しよう。また、

1
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

ω としよう。そのときの均斉成長解は例 2.1 の数値例と同様に、 

                 ( )* * *, ,π ∈p x  ( ){ } { } { }( )2
1 20,1 1 0x x+× ∈ + = ×x R .               (4.18) 

また、この経済環境での再生産可能解の集合は 

              ( ) ( ){ }( ) ( )** ** ** **1
1 2

0
, , \ 0,1 ,

1 2
p p pπ

⎛ ⎞⎧ ⎫⎡ ⎤ ⎧ ⎫∈ Δ × × =⎜ ⎟⎨ ⎬ ⎨ ⎬⎢ ⎥⎜ ⎟⎩ ⎭⎣ ⎦⎩ ⎭⎝ ⎠
p x p          (4.19) 
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        ( ){ } { } { }( )2
1 20,1 1 0x x+∪ × ∈ + ≤ ×x R . 

となる。 

今、任意の非自明な再生産可能解 ( ) ( )** ** ** 1
1 2

0
, , , , ,

1 2
pp pπ

⎛ ⎞⎡ ⎤
= ⎜ ⎟⎢ ⎥

⎣ ⎦⎝ ⎠
p x (但し、 1 0p ≠ )

を取り上げると、このとき均衡利潤率 **π は正である。他方、松尾型労働搾取率を計算しよ

う。ここで労働投入量１のときのこの経済の純産出可能集合 ( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LP α = は、 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ){ }0, ,
ˆ 1 0,1 , 2,1 , 2,0 ,A B LP conα = = 0  

で与えられている。但し、表記 conD は一般に、集合 D の凸包(convex hull)の意味で使う。

労働者の実質賃金ベクトルbは ( )1,1 であるので、この純産出可能集合の境界部分 

( ) ( ) ( ) ( ){ }0, , , ,
ˆ ˆ ˆ1 1, , :n

A B L A B LP Pα∂ = ≡ ∈ ∃ = − − ∈∂ − =α R α α α α α α  

に属している。つまり、労働者の実質賃金ベクトル ( )1,1 の純産出に必要な最小労働量は 1

である。これは森嶋型労働搾取率がゼロである事を意味する。他方、集合 ( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LP α = の

内部(interior) 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ), , 0 0 0, , , ,
ˆ ˆ ˆ1 1 \ 1A B L A B L A B LP P Pα α α= ≡ = ∂ =
D

 

に ( ) ( )u u=y b となるような財ベクトル n
++∈y R を見出す事ができる。それは関数 ( )u ⋅ の強

単調性より、ベクトルbを通る ( )u ⋅ の無差別曲線が厳密に右下がりになる事から従う。 
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図 4.1：松尾型労働力価値の決定. 

今、 ( ) ( ), , 0
ˆ 1A B LP α∈ =y
D

であるならば、それは yの純産出に必要な最小労働量は 1 未満であ

る事を意味する。したがって、(P4.3)の定義より、財ベクトルbの労働価値 uLx は 1 より厳

密に小さい。すなわち、この数値モデルの世界では、松尾型労働搾取率は恒等的に正であ

る事が言える。このような帰結は、関数 ( )u ⋅ が連続かつ強単調である限り、定性的に主張

できる。したがって、例 4.1 と同様に、生産可能性集合が A5.を満たさないモデルであるが、

にも拘らず、松尾型労働搾取の定式下では、正の利潤に対して正の搾取率が対応している。 

Q.E.D. 
 
 以上の例 4.3 の結論は、そこでの数値モデルに固有な性質ではなく、以下のように

一般化できる。最初に問題(P4.3)はフォン・ノイマン経済体系にのみ限定される必要は無い

ので、一般的な閉凸錘生産経済の下での定式として書き改めよう。それは以下のようにな

る： 

        
( )0

0, ,
min

Pα
α

− − ∈α α
 . .s t  − ≥α α c , ( n

+∀ ∈c R : ( ) ( )u u≥c d )            (P4.4) 

問題(P4.4)の解を uα で表す事にしよう。その対応する最小労働量を 0
uα で記述する。すると、

i

i

ii

i

1

1

20

y

b ( )2.2
( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LP α∂ =

( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LP α <

( )u b
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松尾型労働搾取率は： 
 
定義 4.3. [松尾(1997)]: 労働者の消費に関する効用を評価する連続かつ強単調な実数値関数

( )u ⋅ が任意に与えられている。そのとき、所与の実質賃金ベクトル n
+∈d R における労働の

搾取率(the rate of labor exploitation)は以下のように与えられる： 

                                 ( ) 0

0

1 u
u

ue α
α
−

≡d .                            (4.20) 

 
このとき、以下の事が導かれる： 
 

定理4.5: 任意の資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν

ν∈
b ω において、その生産技術体系がA1, A2, 

A3 を満たすとしよう。今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。また、労働者の消費に関する

効用を評価する連続かつ強単調な実数値関数 ( )u ⋅ が任意に与えられている。そのとき、こ

の経済での任意の再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が正の利潤を伴う為の必要条件は、 ( ) 0ue >b であ

る。 
 

証明： 再生産可能解 ( )( ),1 ,p α が正の利潤を伴うので、 0ˆ 0α− >pα 。また、再生産可能解

の定義 2.1-(b)より、 0ˆ α≥α bである。今、生産可能性集合の凸錘性より、一般性を損なう事

無く、 0α
∗ ≡α α に関して、議論を進める。すると、 ˆ 1 0∗ − >pα であり、かつ、 ˆ ∗ ≥α b。定

義より、 ( )0
ˆˆ 1P α∗ ∈∂ =α である。もしここで 

( ) ( ) ( )0 0 0
ˆ ˆ ˆ1 1 \ 1P P Pα α α∈ = ≡ = ∂ =b
D

 

であれば、直ちに ( ) 0ue >b が従う。仮定 A3 より、 ( )0
ˆ 1P α∈ =b である事は ˆ ∗ ≥α bより従

うので、以下では ( )0
ˆ 1P α∈∂ =b のケースのみを考察すれば十分である。これは ˆ ∗ >α bであ

っても ˆ ∗α b� ではない事を、A3 より、意味する。また、 ˆ 1 0∗ − >pα であるので、 ˆ ∗ =α bも

有り得ない。 

ここで、第 i 財に関して *ˆi ibα > であるとしよう。このとき、第 i 成分だけ非常に小
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さな正数であり、あとの成分は全てゼロであるようなベクトル >ε 0を取り上げ、 +b εを考

える。このとき、 0iε > は十分に小さな値なので、 ˆ ∗ > +α b εである。ところで、労働者の

効用関数 ( )u ⋅ は強単調増加なので、 ( ) ( )u u+ >b ε b となる。したがって、 ( )u ⋅ におけるbの
upper contour set に +b εが属している。ここで、関数 ( )u ⋅ の連続性より、このbの upper 
contour set は開集合である。したがって、 +b εのある適当な開近傍をとれば、この開近傍

はbの upper contour set に含まれる。ところで ( )0
ˆ 1P α∈∂ =b 、 ( )0

ˆˆ 1P α∗ ∈∂ =α 、ˆ ∗ >α b、

かつ +b εの作り方から、 ( )0
ˆ 1P α+ ∈∂ =b ε が従う。よって、 +b εの開近傍の中にある財ベ

クトル ( )0
ˆ 1P α∈ =c
D

が存在する。このとき、 +b εの開近傍がbの upper contour set に含

まれる事から、 ( ) ( )u u>c b が従う。これは問題(P4.4)における制約条件を満たす財ベクト

ルcであって、その純産出に要する最小労働量が 1 未満であるようなものが存在する事を意

味する。よって、問題(P4.4)における解 uα においては、対応する最小労働量 0
uα は必ず 1 未

満である。すなわち、松尾型労働搾取率は正である事が従う。                     Q.E.D. 
 
上記の定理は、労働者の効用関数に関して、連続性と強単調性を満たすような任意な関数

を想定した下で成立している事に留意すべきだろう。すなわち、定理の言明は、特殊な効

用関数のタイプに依存した特性ではないのである。 
 しかし、定理 4.5 は正の利潤の必要条件として、正の松尾型労働搾取について言及

しているだけである。したがって、この定理は、松尾型労働搾取の定式下でマルクスの基

本定理が成立する事を意味はしていない。実際、以下で示すように、労働者の効用関数が

何であれ、松尾型労働搾取が正であっても、ゼロの均衡利潤を伴う再生産可能解しか存在

しない経済を構成する事が可能である： 
 
例 4.4：今, 例 4.3 に類似のフォン・ノイマン生産技術体系 ( ), ,A B L であって, 以下のよう

な数値例を考える： 
1 3
2 2

B ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, 
0 1
1 1

A ⎡ ⎤
= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

, ( )1,1L = , 
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

ω . 

但し、労働者の実質賃金ベクトルは例 4.3 のケースと同様とする。この経済環境における非

自明な再生産可能解は、唯一 

                         ( ) ( )** ** ** 1
, , 0,1 , ,0

0
π

⎛ ⎞⎡ ⎤
= ⎜ ⎟⎢ ⎥

⎣ ⎦⎝ ⎠
p x                         (4.21) 
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だけである。それは以下のようにして、確認される： 
 第一に、 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )1 2 1 2 1 2 1
1 2

, 1,1 ,2 1,1 0,
1 1

B A L p p p p p p p⎡ ⎤
− − = − = + + − =⎢ ⎥

⎣ ⎦
p  

であるので、 1 0p ≠ となるような任意の ∈Δp に対して、
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x が唯一、利潤最大化を実現

する。しかしながら、この xに関して、 
1 0
1 1

A ⎡ ⎤ ⎡ ⎤
= > =⎢ ⎥ ⎢ ⎥
⎣ ⎦ ⎣ ⎦

x ω  

が成立している事から、 1 0p ≠ となるような任意の ∈Δp は再生産可能解の均衡価格を構成

し得ない。次に、 ( )0,1=p の場合は、 1 2 1x x+ = となる任意の非負・非ゼロベクトル >x 0も

=x 0も、いずれも最大利潤ゼロを実現する。しかしながら、A ≤x ωとなるような xであっ

て、かつ、 A =p x pωとなるようなものは、唯一、 ** 1
0
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x だけである。他方、この **x に

よって、[ ] ** 1
1

B A ⎡ ⎤
− = ⎢ ⎥

⎣ ⎦
x となる為、定義 2-(b)が等号で満たされる。定義 2.2-(c)も問題ない。

よって、(4.21)が唯一の非自明な再生産可能解となる。このとき、対応する均衡利潤率は

** 0π = である。 
 ところで、この経済環境は、 [ ]B A− と L 、及び、dのデータに関しては、例 4.3
と全く同じである。ここで松尾型労働搾取は、労働者の効用関数を所与とした下で、森嶋

型労働搾取と同様に、 [ ]B A− と L 、及び、dのデータのみで全て、搾取率が決定される。

したがって、この経済モデルでの搾取率 ( )ue b に関しては、例 4.3 の議論を自動的に踏襲す

ればよい。すなわち、松尾型労働搾取率は、いかなる効用関数であれ、それが連続かつ強

単調である限り、この経済環境において正である。かくして、搾取率が正であるにも拘ら

ず、ゼロの利潤からなる再生産可能解しか存在しないケースがある。これは、再生産可能

解の下で、松尾型労働搾取概念を使った場合の、マルクスの基本定理の不成立を意味する。         

Q.E.D. 
 
 以上の議論より、松尾型労働搾取を用いた場合、Petri-Roemer の反例を回避する

事は出来るが、逆にゼロ利潤の下で正の搾取という状況が生じる可能性を排除できない。

すなわち、松尾型労働搾取の定式は、搾取概念として論理的に弱過ぎるのである。その結

果、利潤が均衡において生じないような経済環境においても、搾取の存在を見出してしま

う事になる。依然として、再生産可能解の下でマルクスの基本定理を成立させるような、

労働搾取の定式に関する問題への説得的な解は、まだ登場していない。 
 ところで、松尾自身は、この労働搾取の定式を用いて、以下の定理｢搾取理論の弱
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体系｣を導いた： 
 
定理 4.6 [Matsuo (2006)] (Weak System of Exploitation Theory）: 任意の資本主義経済

( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L N
N O P ν

ν∈
b ω において、その生産技術体系が A1’’と A2’’を満たすフォン・ノ

イマン体系として特徴付けられるとしよう。このとき、以下の 3 つの条件は同値である： 
(1) ( )¬ ∃p 0�  s.t. [ ]B A L− − ≤p b 0 ; 
(2) ∃ ≥x 0  s.t. [ ]B A L− − ≥b x 0 ; 

(3) u∀ ∈U , ( ) 0ue >b , 

但し、Uは n
+R 上で定義される連続かつ強単調な実数値関数の普遍集合を表す。 

 
レンマ 4.5 [二階堂(1961)]：任意のm n× 型行列C に関して、もしも 

C ≥x 0 , ≥x 0  
が解を持たなければ、そのとき、 

C ≤p 0 , p 0�  
が解を持つ。 
 

新たな記号として、 ( ) ( ) ( )( ){ }0 0 0
ˆ ˆ ˆˆ ˆ ˆ ˆ1 1 1 :SP P Pα α α′ ′∂ = ≡ ∈ = ¬ ∃ ∈ = >α α α α とし

よう。これは労働 1 単位投入による純産出可能集合の効率的フロンティアを構成するもの

である。 
 

レンマ 4.6： [ u∀ ∈U , ( ) 0ue >b ] ⇔  ( ) ( )0 0
ˆ ˆ1 \ 1P SPα α∈ = ∂ =b . 

 

証明：(⇐ )について。 ( ) ( )0 0
ˆ ˆ1 \ 1P SPα α∈ = ∂ =b であれば、 ( )0

ˆ 1P α = の定義より、bを純

生産するのに必要な最小労働量は高々1 以下である。また、 ( ) ( )0 0
ˆ ˆ1 \ 1P SPα α∈ = ∂ =b で

あれば、ある純産出 ( )0
ˆˆ 1SP α∈∂ =α が存在して、 ˆ >α bとなる。すると全てのu∈Uに関し

て、 ( ) ( )ˆu u>α b である。また、このときbをわずかだけ増加させて、 ˆ > >α c bとなるよう

な ( ) ( )0 0
ˆ ˆ1 \ 1P SPα α∈ = ∂ =c を見つける事ができる。すると、やはり全てのu∈Uに関して、

( ) ( )u u>c b となる。つまりcは全てのu∈Uに関するbのupper contour setに属している。
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各u∈Uに関するbの upper contour set は開集合なので、その共通部分も開集合である。

したがって、cの適当な開近傍をとれば、その開近傍はbの upper contour set の共通部分

にやはり属する。cの開近傍の中に ( ) ( ), , 0
ˆ 1A B LP α′∈ =c
D

が存在する。この ′c は全てのu∈Uに

関して、 ( ) ( )u u′ >c b となり、かつ、それを純生産するのに必要な最小労働量は 1 未満であ

る。これは問題(P4.4)より、全てのu∈Uに関して、 ( ) 0ue >b である事を意味する。 

 (⇒ )について。最初に ( )0
ˆ 1SP α∈∂ =b としよう。このとき、u∈Uを適当に選択

する事で、このu におけるbの upper contour set と、 ( )0
ˆ 1P α = との共通部分を、空集合

にする事が可能である。これはu の連続性より、 ( ) 1ue =b を意味する。次に、 ( )0
ˆ 1P α∉ =b

と仮定しよう。このときもu∈Uを適当に選択する事で、このu におけるbの upper contour 

setと、 ( )0
ˆ 1P α = との共通部分を、空集合にできるので、結局、 ( ) 1ue ≥b となる。     Q.E.D. 

 
定理 4.6 の証明：(1)と(2)の同値性は、レンマ 4.5 より、明らかに成立。(2)から(3)について

は、定理 4.5 の証明のロジックを適用する事によって、導ける。｢(3)から(1)もしくは(2)｣に
ついて。 (1)の否定を前提しよう。すなわち、ある正ベクトル p 0� に関して、

[ ]B A L− − ≤p b 0 で あ る 。 こ の と き 、 1L =x と な る 任 意 の ≥x 0 に 関 し て 、

[ ]( )B A L¬ − − ≥b x 0 が(1)と(2)の同値性より従う。これは ( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LP α∉ =b である事を意

味する。また、 1L =x となる ≥x 0であって、純産出生産に関してもっとも効率的な生産活

動ベクトルを選べば、 [ ] ( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LB A SP α− ∈∂ =x であり、かつ、 

[ ] [ ]( )B A L B A L ′¬ − − < − −b x b x  ( ): 1m L+′ ′∀ ∈ =x R x  

である。そのような xであっても、(1)の否定の想定より、 
[ ] [ ] 0B A L B A− − = − − ≤p b x p x pb . 

ここで、u∈Uとして、 

( )u =c pc  ( )n
+∀ ∈c R  

を選ぶと、 [ ]B A− xは労働投入 1 に対応する純産出量であり、u∈Uの定義から 

[ ]( ) ( )u B A u− ≤x b . 
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これは労働投入 1 の純産出である [ ]B A− xの weakly upper contour set に財ベクトルbが

属している事を意味する。ここで、 [ ] ( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LB A SP α− ∈∂ =x であるので、レンマ 4.6 か

ら、 [ ]( ) 1ue B A− ≥x である。この事は、 [ ]( ) ( )u B A u− ≤x b である事から、 ( ) 1ue ≥b でな

ければならない事を意味する。実際、もし ( ) 1ue <b ならば、 [ ]( ) ( )u B A u− ≤x b である事

から、 [ ]( ) 1ue B A− <x となり矛盾するのである。かくして (3)の否定が導かれた。                 

Q.E.D. 
 
この｢搾取理論の弱体系｣定理自体は、労働搾取理論としての有意義な視角をもたらすよう

な分析結果とは思えない。例えば、定理 4.6-(1)は財の任意の正価格ベクトルの下では、全

ての工程に関して非正の利潤をもたらす事はできない事を意味している。したがって、正

の利潤をもたらす工程での生産に特化する事で、利潤を実現する可能性がある、その意味

で、正の搾取との対応が成立している、というのが｢搾取理論の弱体系｣定理の含意であろ

う。しかしながら第一に、議論をなぜに正価格ベクトルだけに限定するのだろうか？例え

ば、例 4.4 において我々が構築した再生産可能解は、半正な価格ベクトルを均衡価格として

持ち、その価格の下での利潤最大化の結果として、均衡利潤ゼロが実現されている。正価

格ベクトルだけを価格の集合として見るならば、市場均衡の存在は保証できない。我々が

構築した例 4.4 の数値例がまさにそうしたケースである。例 4.4 の数値例でも正の価格ベク

トルに議論を限定すれば、確かに第 2 財生産での正の利潤が実現可能である。しかしなが

ら、そうした状態は市場均衡として実現できないのである。均衡解概念を均斉成長解で考

えても、例 4.3 の議論では、均衡価格は半正となっている。そのときの保証利潤率がゼロで

あり、しかしながら松尾型搾取率は正となるので、｢搾取理論の弱体系｣定理は成立しても、

｢一般化されたマルクスの基本定理｣すら成立しない。第二に、定理 4.6-(3)は全ての連続か

つ強単調な効用関数で評価して、そのいずれの場合であっても搾取率が正でなければなら

ない事を要請している。これは搾取の定式化条件としてはかなり弱い。多くの場合、ある

効用関数で評価したら搾取率は非正であったものの、他の効用関数で評価したら搾取率は

正になるというケースが生じ得る。そういう場合には、当該社会において正の搾取が存在

すると言明できるのか否か、確定できないわけであり、クリアカットな概念ではない、と

いう問題がある。 
以上の議論は、松尾型労働搾取の定式を受容したとしても喚起される問題点に関

するものであった。以下では、この搾取概念自体の問題点について指摘しておきたい。ミ

クロ経済学でもっとも標準的な設定の下では, 松尾の労働価値の再定義はマルクスの搾取

理論の定式として問題があることを確認できる。その為に以下の例を取り上げよう： 
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例 4.5： 今, 例 2.1 と同様のフォン・ノイマン生産技術体系であって, かつ, 全ての労働者

が同一の効用関数 

( ) ( ) ( )1 2u y y= ⋅y  

を持つ経済環境を考えよう。このとき,  

( )1 2,1 2=p , 
0
1
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x , 2
3

π =  

は、労働者の実質賃金ベクトルbを、1 労働日あたりの賃金収入 1 の予算制約下での効用最

大化解である消費需要ベクトルとして、実現する唯一の再生産可能解を構成する。ここで

( ) 1u =b である事に注意せよ。 
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図 4.2：労働者の予算制約下での効用最大化によって決まる搾取率 

 
 以上の設定の下で、実質賃金ベクトルbの松尾型労働価値は以下のようにして求め

られる。ベクトルbそのものを労働投入を最小化するようにして純生産物として生産する際

には, 劣位生産工程である工程１のみが活動水準 1 1x = で稼動される。しかし, ( ) 1u =b と

無差別な財ベクトルを純生産物として生産する為には, 我々は優位生産工程である工程 2
のみを稼動させることでより効率的に生産活動を行うことが可能である。例えば, 条件 

( ) 2

2 2 2

0 0 21 2
1 1

x
B A

x x x
⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤⎡ ⎤

− = =⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎢ ⎥
⎣ ⎦⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦

 ＆ ( ) ( ) ( )2 2 2 22 , 2 1u x x x x= ⋅ =  

i

ii

i

1

1

20

22,
2

⎛ ⎞
= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

y�

( ) ( )0, ,
ˆ 1A B LP α∂ =

( ) ( )0, ,
ˆ 2 / 2A B LP α∂ =

( ) 1 2u y y= ⋅y

1 1,
2 2

⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

p

i

( )1,1=b
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を満たす 2
2

2
x =� を取れば, このときの対応する労働投入量 2 2

2
2

L x =� こそ, 松尾型労働

価値の再定義に基づく, 実質賃金ベクトルbの労働価値に他ならないのである。このとき、

2 2 1L x <� であるから, 松尾型労働価値の再定義に基づく労働搾取率は正値となる。 Q.E.D. 
 
マルクスの搾取理論と整合的な労働価値の再定義であるためには, マルクスの剰

余価値論に基づけば, 労働者が受け取る労働価値量とは彼の 1 労働日あたりの支払い労働

量として解釈されるものでなければならない。それは労働者の賃金収入の下で購入可能な

消費財ベクトルに基づいて, その財ベクトル生産に必要な労働量として定義されるべきで

ある。例 4.5 で言うところの実質賃金ベクトルbとはそういう性質を満たすものである。し

かし, 松尾の労働価値の再定義では, 労働者の主観的消費選好に基づいて, 実質賃金ベクト

ルbと無差別な別の財ベクトルを使って, ベクトルbの必要労働量と定義するが故に, 労働

者の賃金収入では本来購入できない消費財ベクトルに基づいて労働者が受け取る労働価値

量が計算されうるのである。その点を具体的に見てみよう。 
労働者の効用関数が準凹であり, かつ実質賃金ベクトルbが所得制約下での効用

最大化解であるような状況を考えてみよう。言うまでも無く, これはミクロ経済学でもっと

も標準的なモデルの設定を意味する。例 4.5 で想定したような労働者の効用関数もこの状況

を満たす一例である。その場合, ベクトルbと無差別であって, 第２生産工程だけを稼動す

る事で純生産物として生産可能な財ベクトルは ( )2, 2 2=y� であり, これを純生産する

最小労働量がベクトル bの労働価値 2 2L =x� となるのであった。ところで、労働量

2 2L =x� が体化されている財ベクトル ( )2, 2 2=y� は, 労働者の賃金収入の下では購

入不可能である。実際, 労働者の 1 労働日あたり貨幣賃金は１であるが, 他方, 競争均衡価

格 ( )1 2,1 2=p の下でベクトル y� を購入するためには , 既存の彼の所得よりも多い

3 2 1
4

= >py� だけの所得が必要である。さらに, 一度, 労働者にベクトル y�を購入可能とす

る所得が保証されるならば, そのときには労働者は競争均衡価格pの下ではベクトル y�を

選択はせず, ベクトル
3 2 3 2ˆ ,

4 4
⎛ ⎞

= ⎜ ⎟⎜ ⎟
⎝ ⎠

y を選択するであろう。ベクトル ŷを純産出するため

に必要な最小投下労働量は明らかに 1 よりも大きくなる。 
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図 4.3：.購入不可能な消費財ベクトルに基づく松尾型労働価値 
 
このように, 松尾流労働価値の定義では, 労働者の賃金収入を越えた収入でなけ

れば購入不可能な消費財ベクトル y�を純産出するために必要な最小投下労働量でもって, 
労働者の賃金収入に対応する支払い労働量と見なす事になる。しかし, そのような｢労働者

への支払い労働量｣を, マルクス主義的に正当化できるかは疑わしいように思う。こうした

労働価値の再定義に基づく搾取概念はマルクス主義の理念に整合的とは言い難いであろう。 
松尾流労働価値の再定義が含むもう１つの概念的問題がある。 労働搾取とは労働

者の客観的労働条件に関する特性を述べるものである。それゆえ, 労働スキルや労働強度が

全ての労働者で同一である下で, 同じ 1 労働日あたりの同じ実質賃金ベクトルを受け取る

労働者であれば, その客観的労働条件は同一であるから, その搾取率は同一であるべきと

考えるのが自然だろう。しかし松尾流労働価値の再定義に基づけば, 労働者の効用関数の形
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状が変わるに連れて, 同じ 1労働日あたりの同じ実質賃金ベクトルを前提したとしても, 搾
取率の値が変わってくるのである。 

例えば, 今, 労働者の効用関数が ( ) ( ) ( )1 2u y y= ⋅y から, 以下のような条件を満た

す強単調増加かつ強凹な関数 ( )u y� に変化したとしよう： 

( ) ( )
1 2

1
u u

d d
∂ ∂

=
∂ ∂
b b� �

 & ′∀y ( )≠ b  . .s t  ( ) ( ) ,u u′ =y b  ( ) ( )u u′ <y b� � . 

 
図 4.4: 松尾型労働価値の主観的性格 

 
この場合も依然として, 価格 ( )1 2,1 2=p の下でベクトルbは所得制約下の効用最大化解で

あるので, 競争均衡解は以前と変わらない。しかし, いまやベクトルbの労働価値を決定す
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る, u�の下でbと無差別な財ベクトルy�は 

( )2, 2 2> =y y��  

となる事を確認できる。 従って, 対応するベクトルy�を純生産可能とする最小労働量 Lx�は

依然として 1 より小さい値であるものの, それは 2 2Lx =� よりは大きい値になる。した

がって, 効用関数がu�へと変化する結果, 以前と同じ労働時間であり, かつ, 同じ賃金収入

と同じ価格体系でかつ, 同じ消費需要ベクトルであるにも関わらず、労働者の搾取率は低下

するのである。客観的に全く同一の労働条件でありながら, その労働条件を評価する客観的

指標であるはずの労働搾取率が, 労働者の主観的な財への選好次第で変わりうる事を, こ
の事態は意味している。そのような性質を持ってしまう｢労働搾取率｣が、マルクスの搾取

理論の概念を発展させたものであると見なすのには疑問がある。となれば, 問題は松尾流労

働価値の再定義自体の妥当性が疑問視されざるを得ないのである。 
 松尾(2002)は、労働者の効用関数に労働の不効用を入れたより一般的な状況を想定

し, そのような定義域を持つ全ての連続かつ強単調な効用関数に関して, 松尾型労働搾取

率が正になる事と, そのような定義域を持つ全ての連続かつ強単調な効用関数に関して, 
労働者の 1 労働日と実質賃金ベクトルの組み合わせからなる配分が, 所与の生産技術条件

の下での労働者の効用最大化解にはならない事とが同値である事を証明している。この命

題自体はかなり自明な結論である。１つの任意に与えられた連続かつ強単調な効用関数を

前提して, 所与の生産技術条件の下での労働者の効用最大化解を考えるならば, それは必

ずこの経済の効率的生産可能性集合に属するある配分――ある財ベクトルと労働供給の組

み合わせ――となる。したがって, あらゆる全ての連続かつ強単調な効用関数に関して, 所
与の生産技術条件の下での労働者の効用最大化解とはならない労働者への配分は, 決して

この経済の効率的生産可能性集合に属する事は無い。そのような配分の集合が, 強単調かつ

連続なすべての効用関数に関して松尾(1997)の搾取率が全て正となる状況をもたらす配分

の集合と一致する事については, すでにレンマ 4.6 で証明した通りである。 
ところで, この松尾(2002)命題の含意について松尾自身は, 労働者の 1 労働日と実

質賃金ベクトルの組み合わせに関する効用が所与の生産技術条件の下での労働者の効用最

大化解にはならない事をもって, 資本主義における労働疎外の数学的定式化との解釈を与

えている。しかし, 松尾が定義するような意味での労働者の効用最大化の不実現とは, 労働

者の消費財と労働供給に関する配分ベクトルがこの経済における非効率的生産可能性集合

に属する事であるので, いわば, 社会の総生産物の全てが労働者には帰属していない状態

を意味するに他ならない。しかしこのような事態は, 要するに社会の中に生産過程への貢献

なしに剰余生産物の分配によって生きていく人々――例えば、重度の身障者, ルンペン, 老
人、病人, 等々――が存在する限り, いかなる社会構成体であれ――社会主義や共産主義で

さえ――, 常に生じているといえよう。その意味で, 所与の生産技術条件の下での労働者の
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効用最大化の不実現でもって, 資本主義における労働疎外の含意を直ちに導き出す事は出

来ないだろう。｢労働疎外｣という概念を, 単なる生産技術制約下の効用最大化問題として定

式化するのは安易に過ぎるのではないか？ 
さらにいえば, ｢生産技術条件下の労働者の効用最大化｣を, 事実上望ましい資源

配分のファーストベスト基準として設定する松尾氏の議論は, 規範理論的にも問題があろ

う。これは社会的選択理論の表現を使えば, ｢労働者の独裁制｣の要請に他ならない。このよ

うなファーストベスト基準に基づくオールタナティブ社会の構想は、現代においてはもは

や説得性を持たないといえる。また、｢生産技術条件下の労働者の効用最大化｣の要請は、

現代的規範理論の観点から見れば, 暗黙的にロック主義的自己所有権の立場に基づいてい

るとも言え, 何らかのハンディキャップの為に社会的生産活動に貢献できない人々を不遇

なままに放置する議論でもある。 したがって, 労働貢献とは無関連に全ての市民に｢基本所

得｣の保証を要請する, Van Parijs (1992, 1995) に代表される現代左翼の現代福祉国家戦略

3とも相容れない議論でもある。 
 
4.3. 代替的労働搾取の定式に基づくマルクスの基本定理の可能性：その 2 

前節で論じた松尾型労働搾取の定式は、搾取の存在が主観的な消費選好の性質に左右

される4という点で極めて主観的な概念であり、労働の客観的条件についての厚生尺度を与

えるべきはずの本来の搾取概念の意図とは外れている。その点において、松尾型労働搾取

は伝統的な森嶋型労働搾取とは性質を異にするが、他方で、労働価値及び労働搾取率が、

当該資本主義経済の市場価格に関する情報とは独立に決定されるという点で、伝統的な搾

取の定式が有する性質を踏襲している。 
他方、労働の客観的条件についての厚生尺度としての搾取率という点ではむしろ伝統

的な森嶋型定式と同じカテゴリーに入ると見なせるが、他方で、労働価値及び労働搾取率

が、当該資本主義経済の市場価格に関する情報に、むしろ依存して決定される構造を持つ

という点で、伝統的な正統派マルクス主義の公理とは異なる定式を試みたのが、Roemer 
(1982; Chapter 5)である。この節では、Roemer (1982; Chapter 5)で提示された価格依存的

労働搾取の定式について論じる事としたい。 
Roemer (1982; Chapter 5)の価格依存的労働搾取の定式は以下の様に与えられる。任

意の一般的凸錘生産経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν

ν∈
b ω の下で、価格体系が ( ), nw + +∈ ×p R R である

としよう。このとき、生産点 P∈α の実行による、価格 ( ),wp の下での利潤率は 

                         ( )( ) 0ˆ
; , ww α

π
−

≡
pαα p
pα

                       (4.22) 

で与えられる。ここで価格 ( ),wp の下での利潤率を最大化させる生産点の集合を 
                                                  
3 Van Parijs に基づく｢基本所得｣構想については、後藤・吉原(2004)を参照せよ。 
4 例えば、効用関数のクラスを少し拡張して、レオンチェフ型の効用関数を許容すれば、正の価格ベクトルの下で利潤

率が正であっても、松尾型労働搾取率がゼロになるケースが容易に構成可能である。 
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                   ( ) ( )( ){ }, argmax ; ,PP w P wπ′∈ ′≡ ∈ ∈ αp α α α p                (4.23) 

で定義する。また、任意の財ベクトル n
+∈c R を、価格 ( ),wp の下での利潤率最大化生産可能

性集合 ( ),P wp の下で純産出可能とする生産点の集合を、 

                   ( )( ) ( ) ( ){ }0 ˆ; , , , ,w P wφ α≡ = − − ∈ ≥c p α α α p α c               (4.24) 

と記す。このとき、cを純産出する利潤率最大化的生産点の中で、直接労働投入量が最小と

なるようなものを見出す事ができれば、その生産計画の下での直接労働投入量こそが、財

ベクトル cの生産の為の社会的必要労働量に他ならない、と考えるのが Roemer (1982; 
Chapter 5)の議論である。そして、財ベクトル cが労働者の実質賃金ベクトルを構成するな

らば、この cの生産の為の社会的必要労働量が 1 労働日より少ない事こそ、Roemer (1982; 
Chapter 5)における搾取の定義である： 
 

定義 4.4. [Roemer (1982; Chapter 5)]: 価格 ( ),wp の下で、任意の非負財ベクトル n
+∈c R の

労働価値(labor value of c )は以下のように与えられる： 

               ( )( ) ( ) ( )( ){ }0 0. . ; , min , , ; ,l v w wα α φ≡ = − − ∈c p α α α c p .            (4.25) 

 

定義 4.5. [Roemer (1982; Chapter 5)]: 価格 ( ),wp の下で、所与の実質賃金ベクトル n
+∈d R

における労働の搾取率(the rate of labor exploitation)は以下のように与えられる： 

                           ( )( ) ( )( )
( )( )

1 . . ; ,
; ,

. . ; ,
l v w

e w
l v w
−

≡
d p

d p
d p

.                     (4.26) 

 
Roemer (1982; Chapter 5)は、なぜこのような価格情報に依存して決定される労働搾取概念

を提起したのであろうか？その直接の動機は、本書の第 5 章以降で議論する｢階級-搾取対応

原理｣が、森嶋的な労働搾取の定義では、一般的凸錘生産経済の下では、もはや成立しなく

なるという困難(第 5 章の例 5.2 の 1)を参照の事)への解決の探求にある。Roemer (1982; 
Chapter 5)は、定義 4.5 のような価格依存的搾取の定式であれば、森嶋型搾取の定式におい

て生じた困難――｢階級-搾取対応原理｣が成立しない――は解決できる、と信じたのである。 
 以上は、理論的・数理分析的な理由であるが、他方、Roemer (1982; Chapter 5)
型の労働搾取の定式を提起する概念的な理由も存在する。森嶋型労働搾取の定式では、確

かに価格情報に独立に定義可能という意味で、労働価値の価格への論理的先行性を主張す
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る伝統的なマルクス経済学の理論に整合的であるかもしれない。しかしながら、その定式

で決定される労働者の実質賃金ベクトルの労働価値は、それらの財ベクトルの生産に実際

に社会的に投下された労働時間ではない。それは、仮想的な生産計画の下で導かれた理想

的な労働投下量、という性質をむしろ持っている。幸いにして、レオンチェフ経済体系の

下では、レンマ 3.1 が示すように、そのような仮想的生産計画の下での最小労働支出量が

偶々、それらの財ベクトルの生産に実際に社会的に支出された直接・間接投下の労働時間

という特性を伴っていた。しかしながら、そうした望ましい性質は、フォン・ノイマン経

済体系以上になると、もはや一般に満たされなくなる。 
森嶋自身はこの定式について、Morishima and Catephores (1978)に見られるよう

に、マルクスの『哲学の貧困』におけるある一節を引用する形で、正当化を試みている。

しかし『哲学の貧困』による引用それ自体が、むしろ森嶋型搾取の定式化への批判にもな

りうる事に留意すべきだろう。実際、Morishima and Catephores (1978)にて引用されたマ

ルクス『哲学の貧困』の中の一節は以下のように言っている5： 
 
価値を決定するのは一つのものの生産に要した時間ではなく、この物が生産されうる時間

の最小限であり、この最小限は競争によって確定される、ということが、とくに強調され

なければならない。 
 
この引用部分を論拠に、真の労働価値はその物の生産に要した時間ではない、その物の生

産に要する最小労働時間である、と森嶋は主張する。しかし、その最小値とは、生産技術

的に決定されるものではなく、競争によって確定される、と書かれている事に留意すべき

だろう。｢競争によって確定｣の引用箇所の適切な解釈は、競争を媒介とする技術革新や技

術選択過程を経て、商品の価値は、その生産の際に現実に費やされた労働時間ではなく、

他の資本家によって採用され得る、労働支出をより低減できるという意味で最も｢先端的｣

な技術の下で、確定される労働時間である、という事だろう。つまり、最大利潤率を実現

しないという意味で市場競争力はないものの、純粋に技術的な意味で労働支出を最小化さ

せるような生産技術体系の下で、労働価値を確定できるという森嶋流の定式を正当化する

ような論理を、かの引用箇所から読み取る事はむしろ困難である。そもそも、価値の価格

からの論理的独立性を主張するマルクス経済学の伝統的・標準的な見解は、市場競争を反

映した産業循環的な価格の運動を媒介しながらも、長期的には何らかの理想的平均状態と

して、あるいは価格運動の重心点的なものとして抽象されるのが生産価格であり、かつそ

れと総計で一致する労働価値である、という解釈である。6 森嶋的な、価格情報抜きに純粋

に生産技術的情報のみに依存した最小労働支出量としての労働価値の決定論が、そうした

マルクス経済学の伝統的・標準的な見解に整合的か否か自体、かなり論争含みであろう。 

                                                  
5 Marx (1963). 
6 例えば、高須賀義博(1992). 
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他方、3 章で論じたように、労働価値がその論理的転化によって価格を説明すると

いう理論構成が可能なのは、レオンチェフ経済体系を前提した場合に限られるのであって、

そもそも労働価値の定式は、交換価値としての機能を期待する事無く行われるべきである、

という見解が現在ではむしろ普遍化している。7 であれば、むしろ価値の価格からの論理的

独立性を積極的に支持する論拠はむしろ、希薄化していると言えよう。逆に、利潤最大化

をもたらさないという意味で市場競争力が無い故に利用されない様な、あるいは知識とし

ては極めて労働節約的な技術としてその存在が理解されていても、実際にそれを利用する

には現状の社会の資本ストック水準では蓄積量が不十分であるが故にアクセスできない様

な、その意味で仮想的な生産技術の行使によって導かれる最小労働支出量が 1 労働日未満

である事を根拠に、｢(現実の)労働者たちは搾取されている｣と言明したとして、それがどれ

ほどに説得的であろうか？ 
Roemer (1982; Chapter 5)型の労働搾取の定式は、必ずしも現実に利用された生産

技術で以って、現実にその物の生産のために費やした労働時間によって労働価値を定義す

るアプローチではないが、しかしこの定式においてアクセスの対象となる生産技術は、利

潤率最大化をもたらすという意味で市場競争力があり、したがって現状の世界において利

用され得る技術である。そうした技術のオプション集合からの選択を通じて最小労働時間

を確定する定式である、という点において、Roemer (1982; Chapter 5)型の労働搾取の定式

は、森嶋型に比して、より説得的であるように思われる。 
 では、そのような価格依存的な労働搾取の定式によって、果たして例 4.1 で見たよ

うな、一般的凸錘生産経済における再生産可能解の下での、マルクスの基本定理の不成立

という困難を解消する事が可能であろうか？答えは、以下の定理が示すように、依然とし

て｢否｣である。 
 

定理 4.7 [Yoshihara (2006)]: 今、 ( )0 #Oα ≤ω かつ n
++∈b R とする。生産技術体系が A1, A2, 

A3, A5 を満たす様なある資本主義経済 ( ) ( ), ; , ;
N

N O P ν

ν∈
b ω が存在し、そこでは全ての再

生産可能解において、正の利潤と定義 4.5 に基づく労働搾取率ゼロが実現している。 
 
証明：労働者の生存消費ベクトルを ( )1,1=b 、資本財の社会的賦存量を ( )1,0=ω とする。

また、今、3 つの生産点として、以下を考えよう： 

( ) ( ) ( )( )1 1 1 1
0 , , 1, 2, 1 , 2,3α= − − = − − −α α α ; 

                                                  
7 Morishima (1973), Steedman (1977)がそうした見解の提示を意味する初期の文献に相当するであろうし、Roemer 
(1981, 1982)もそうした見解の現代における代表になろう。また、正統派マルクス主義の系列に連なる置塩信雄の弟子

の中でも、松尾匡は労働価値の交換価値的機能を放棄する事に対して、積極的に肯定する立場である。また、いわゆる

New Interpretation 派(Foley (1982), Lipietz (1982),etc.)も、転化論の再構成の議論を通じて批判しているのは、結局、

森嶋型の、生産技術の情報のみで労働搾取を決定するアプローチである。 
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( ) ( ) ( )( )2 2 2 2
0 , , 1, 1,0 , 3,1α= − − = − −α α α ; 

( ) ( ) ( )( )3 3 3 3
0 , , 1, 1, 1 , 4,1α= − − = − − −α α α . 

ここで生産可能性集合 Pとして、 P∈0 であり、かつ ( ) { }1 2 3
0 1 , ,P conα = = α α α であるよう

な任意の 2 2
− − +× ×R R R 上の閉凸錘な部分集合を考える。このような集合 Pは確かに A1, A2, 

A3, A5 を満たす。ここで 

            ( ){ }\ 1,0∀ ∈Δp , ′pω pα�  { } { }( )1 2 3 2, , \con′∀ ∈α α α α α .           (4.27) 

他方、 ( )1,0=p に関しては、 ′=pω pα  { }( )2 3,con′∀ ∈α α α . かくして、定義 2.1-(d)より、

もし ( )( ),1 ,p α が再生産可能解であり、かつこのとき 2≠α α であれば、そのとき 0 1α < であ

る。次に、ここで 12 1 21 1
2 2

≡ +α α α としよう。そのとき、 

{ } ( ){ }12 2
0 ˆ, 1con P α′ ′= ∈ = ≥α α α α b . 

かくして、Pの凸錘性より、 ( )( ),1 ,p α が再生産可能解であるならば、定義 2.1-(b)の条件ゆ

えに、ある ( ]0,1t∈ と { }12 2,con′∈α α α が存在して、 t ′=α α となる。 

 さて、ここでもし
1 2,
3 3

⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

p であるならば、そのとき 

{ }1 2,con′∀ ∈α α α  & { }2 3,con′′∀ ∈α α α , 1 1 2 2
0 0 0 0ˆ ˆ ˆ ˆα α α α′ ′ ′′ ′′− = − = − > −pα pα pα pα . 

しかしながら(4.27)式の資本制約条件の性質より、この価格体系のときは 2α が唯一の利潤最

大化解になる。 

 次に、もし
1 1,
2 2

⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

p であるならば、そのとき 

{ }1 2,con′∀ ∈α α α  & { }2 3,con′′∀ ∈α α α , 2 2
0 00ˆ ˆ ˆα α α′′ ′′ ′ ′− = − > −pα pα pα . 

そのとき、同様に(4.27)式の資本制約条件の性質より、この価格体系のときは 2α が唯一の利

潤最大化解になる。 

 次に、pが、 1
1 2
2 3

p< < かつ 2
1 1
2 3

p> > という性質を持つときには、 2α が唯一の
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利潤最大化解になる。さらに、これ以外のいかなる価格ベクトルに関しても、適当な ( ]0,1t∈

を選ぶことで、 t ′α を利潤最大化解とするような、 { }12 2,con′∈α α α は存在しない。 

 以上を総括すれば、もし ( )( ),1 ,p α が再生産可能解であるならば、そのときには

2=α α でなければならない。実際に、任意の 

( ) { }* 2
1 2

1 2 1 1,2 3 2 3p p∈Δ ≡ ∈Δ ≤ ≤ ≥ ≥p α p  

に関して、( )( )* 2,1 ,p α は一つの再生産可能解を構成する。さらに、そのとき ( )( )2 *; ,1 0π >α p

である。 

図 4.5：. Roemer (1982; Chapter 5)型労働搾取の下でのマルクスの基本定理の不成立 
 

 最後に、任意の再生産可能解 ( )( )* 2,1 ,p α において、 ( )( )*; ,1 0e =b p となる。なぜ

2α̂

( )2Δ α

に対応する純

産出集合 

に対応する 
純産出集合 

•

•

•

1α̂
( )0ˆ 1P α∂ =

3α̂
0 1

1

2

2 3

( ),1P ∗p

( )( ), ,1φ ∗b p

b
•
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ならば、このとき任意の ( )* 2∈Δp α に関して、 2α だけが利潤率を最大化する生産点である。

すなわち、 ( ) { }* 2,1P =p α であるから、 ( )( ) { }2 * 2
0 ; ,1φ α =b p α となり、その結果、

( )( )2 * 2
0 0. . ; ,1l v α α=b p となる。これは ( )( )*. . ; ,1 1l v =b p を意味し、したがって、 ( )( )*; ,1 0e =b p

が、任意の ( )* 2∈Δp α に関して成立する。                                      Q.E.D. 

 
 この不可能性定理は、生産可能性集合に関して仮定 A5(生産の非付属性)を課した

下で、成立している事に留意せよ。すなわち、森嶋型労働搾取の定式とは異なり、

Roemer(1982;Chapter 5)型労働搾取の定式の場合、「生産の非付属性」を仮定しても尚、マ

ルクスの基本定理は成立しないのである。その意味で、上記の定理 4.7 は不可能性として、

非常に強い定理であると言える。もちろん、この不可能性定理は仮定 A5 を満たさない生産

可能性集合のクラスに限定した場合でも、やはり成立する。その場合には単に、例 4.1 の経

済環境を取り上げれば十分である。例 4.1 の経済環境では、森嶋型労働搾取率がゼロになる

ばかりでなく、Roemer(1982;Chapter 5)型労働搾取率も恒等的にゼロになるからである。 
 以上の議論は、実質賃金ベクトルの労働価値を価格情報依存的に定義する搾取の

定式化では、依然として、一般的凸錘経済における再生産可能解の下でのマルクスの基本

定理を保証させる事が不可能である事を意味しているように思える。定式に関するさらな

る修正が必要である。 
 
4.4. 労働者階級内の異なる消費選好の存在する経済でのマルクスの基本定理の可能性 

本節では、2.6 節で論じた、労働者たちの間での、消費需要の差異が存在するような

経済環境におけるマルクスの基本定理についての議論に言及したい。4.1 節で見てきたよう

に、一般的な凸錘生産経済の下では、均衡解として再生産可能解を採用した場合、森嶋型

の労働搾取の定式の下では、一般に、マルクスの基本定理は成立しない。そして、そのよ

うな環境においてもマルクスの基本定理が頑健であり続ける為の必要十分条件が、生産可

能性集合が劣位生産工程を含まない事――すなわち仮定 A5――であった。そして 4.2 節、

4.3 節では、森嶋型に代替的な労働搾取の定式として、松尾型と Roemer (1982; Chapter5)
型を取り上げたが、結局、いずれの定式も、仮定 A5 を満たす経済環境を想定したとしても

尚、マルクスの基本定理が成立しない事を確認した。以上の議論を受けた上で、本節では

改めて森嶋型労働搾取の定式に戻り、この定式においても、労働者たちの間での、消費需

要の差異が存在するような経済環境を想定するや否や、A5 を仮定したとしても、もはやマ

ルクスの基本定理が成立しなくなる事を、確認する事になる。しかも、この場合は再生産

可能解の下で定理の不成立が生じるばかりでなく、均斉成長解を想定したとしても、もは
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や一般化されたマルクスの基本定理が成立しなくなる事を見ていく。 
最初に再生産可能解のケースを見ていこう。今、経済環境が 

( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω  

で与えられているとしよう。このときの労働者階級の平均的消費需要は 2.6 節の(2.11)式で

与えられている。この平均的消費需要ベクトルに基づいて労働搾取率を定義する限り、仮

定 A5 を課した下ではマルクスの基本定理に問題は生じない事が確認できる： 
 

定理 4.8 [Yoshihara (2006)]: 任意の資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω において、

その生産技術体系が A1, A2, A5 を満たすとしよう。そのとき、この経済での任意の再生産

可能解 ( )( ),1 ,p α が正の利潤を伴う為の必要十分条件は ( )( )( )0; 0
O

e ο

ο
α

∈
>d p である。 

 

証明：再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の定義 2.7.-(b)より、 ( )( )0 0ˆ ;
O

ο

ο
α α

∈
≥α d p である。 

 (⇒ ): 最初に、 ( )( )( )0; 0
O

e ο

ο
α

∈
≤d p であるならば、この解の下での均衡利潤率が非

正である、すなわち、 0ˆ 0α− =pα である事を示す。 ( )( )( )0; 0
O

e ο

ο
α

∈
≤d p より、

( )( )( )0. . ; 1
O

l v ο

ο
α

∈
≥d p である。さらに、ある生産点 * P∈α の下で、 ( )( )( )*

0 0. . ;
O

l v ο

ο
α α

∈
= d p が

成立する。生産可能性集合の凸錘性より、 

             ( )( )( ) ( )( )( )*
0 0 0 0 0 0 0. . ; . . ;

O O
l v l vο ο

ο ο
α α α α α α α

∈ ∈
≤ = =d p d p .             (4.28) 

今、 ( )( )0 0ˆ ;
O

ο

ο
α α

∈
>α d p であるとしよう。すると A5.の適用によって、ある生産点

( )0 , , Pα′ ′ ′− − ∈α α が存在して、 ( )( )0 0;
O

ο

ο
α α

∈
′ ′− ≥α α d p かつ 0 0α α′ < となる。しかしこれは、

(4.28) よ り ( )( )( )0 0 0. . ;
O

l v ο

ο
α α α

∈
′ < d p と な り 、 ( )( )( )0 0. . ;

O
l v ο

ο
α α

∈
d p が ベ ク ト ル

( )( )0 0;
O

ο

ο
α α

∈
d p の純産出に必要な最小労働量である事に矛盾する。したがって、

( )( )0 0ˆ ;
O

ο

ο
α α

∈
>α d p とはならず、 ( )( )0 0ˆ ;

O
ο

ο
α α

∈
=α d p 。それゆえ、 0ˆ 0α− =pα である。 
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 ( ⇐ ): 次に 、 ( )( )( )0; 0
O

e ο

ο
α

∈
>d p の とき に 0ˆ 0α− >pα と なる 事を 示す。

( )( )( )0; 0
O

e ο

ο
α

∈
>d p より、任意の ( )0 , , Pα′ ′ ′− − ∈α α に関して、 ( )( )0 0ˆ ;

O
ο

ο
α α

∈
′ ′≥α d p であれ

ば ( )( )( )0 0 0. . ;
O

l v ο

ο
α α α

∈
′ ′> d p である。したがって、再生産可能解の総生産点に関しても、

( )( )( )0 0 0. . ;
O

l v ο

ο
α α α

∈
> d p である。また、定義より、ある生産点 * P∈α の下で、

( )( )*
0ˆ ;

O
ο

ο
α

∈
≥α d p かつ ( )( )( )*

0 0. . ;
O

l v ο

ο
α α

∈
= d p が成立する。今、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の下

で均衡利潤率がゼロと仮定しよう。したがって、 0ˆ 0α− =pα である。ここで代替的な生産

点 と し て ( )* * *
0 0 0 0, , Pα α α α− − ∈α α を 考 え よ う 。 こ の 生 産 点 で の 利 潤 は

( )( )*
0 0 0ˆ ;

O
ο

ο
α α α

∈
≥α d p である事、及び、 ( )( )( ) *

0 0 0 0 0. . ;
O

l v ο

ο
α α α α α

∈
> =d p である事から、

* *
0 0 0ˆ 0α α α− >p α となる。かくして、生産点 * P∈α の下で正の利潤が可能である。よって、

ある適当な 0λ > の下で、 *λ =p α pωとなるような生産点 * Pλ ∈α において、社会全体の総

利潤は正となる。これは再生産可能解の総生産点αの下で、社会全体の総利潤が最大化され

るという性質に矛盾する。よって、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の下で均衡利潤率は正でなけれ

ばならない。                                                               Q.E.D. 
 

上述の定理は、労働者個々人で相異なる消費需要を持ち得る一般的凸錘生産経済

における再生産可能解が正の利潤を持つための必要十分条件とは、消費財への総需要ベク

トルに基づく労働者階級総体としての森嶋型労働搾取率が正であることを明らかにしてい

る。しかし、この定理では個々の労働者の搾取率が経済全体での利潤率とどう関わり合う

かについては、何も言及していない。実際、以下で論証されるように、再生産可能解が正

の利潤を持つ、したがって、労働者階級総体としての森嶋型労働搾取率が正である状況と、

ある労働者たちの森嶋型労働搾取率は負であるという状況とは、両立可能なのである。す

なわち： 
 

定理 4.9 [Yoshihara (2006)]: 任意の資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω において、

その生産技術体系が A1, A2, A3 を満たすとしよう。そのとき、この経済での任意の再生産
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可能解 ( )( ),1 ,p α に関して、以下の 2 つの条件は同値である： 

(I) 再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の総利潤が正である事の必要十分条件は、全ての労働者 Oο∈ に

関して ( )( ) 0e ο >d p である; 

(II) 全ての労働者 Oο ∈ に関して、 ( ) ( )0
ˆ 1Pο α∈ =d p
D

. 

 

証明：[(II)⇒ (I)]. 全ての労働者 Oο ∈ に関して、 ( ) ( )0
ˆ 1Pο α∈ =d p
D

であるとしよう。これ

は、各労働者 Oο∈ に関して、 ( )ˆ οα d p� となるような ( )0
ˆˆ 1P α∈∂ =α が存在する事を意味す

る。P が閉凸錘である事と A3 より、ある適当な * P∈α において、 ( )*ˆ ο>α d p かつ *
0 1α < と

出来る。すなわち、各労働者 Oο ∈ に関して、 ( )( ) 0e ο >d p となる。逆に、ある労働者 Oο ∈

に関して、 ( ) ( )0
ˆ 1Pο α∉ =d p
D

としよう。そのとき A3 より、任意の ( )0 1P α′∈ =α に関して、

( )ˆ ο′ =α d p となるか、もしくは ( )( )ˆ ο′¬ ≥α d p となるかのいずれかである。これはこの労働

者 Oο ∈ に関して、 ( )( ) 0e ο ≤d p である事を意味する。かくして、条件(II)と、全ての労働者

Oο ∈ に関して ( )( ) 0e ο >d p となる事とは同値である。 

次に、条件(II)であるならば、全ての労働者 Oο ∈ に関して ( )( ) 0e ο >d p であるが故

に、 ( )( )( )0; 0
O

e ο
ο

α
∈

>d p でもある。したがって、定理 4.8 より、この再生産可能解 ( )( ),1 ,p α

において総利潤が正である。次に、条件(II)の前提の下で、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の総利潤

が正であるならば、上の議論より全ての労働者 Oο ∈ に関して ( )( ) 0e ο >d p である事が自明

に従う。以上より、[(II)⇒ (I)]が証明された。 

[(I)⇒ (II)]. 今、再生産可能解 ( )( ),1 ,p α の総利潤が正であるにも関わらず、(II)が
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満たされていないと仮定する。すると、ある労働者 Oο ∈ に関して、 ( ) ( )0
ˆ 1Pο α∉ =d p
D

。す

ると、すでに上で示したように、条件(II)と、全ての労働者 Oο ∈ に関して ( )( ) 0e ο >d p とな

る事とは同値であるが故に、この労働者の個人的搾取率は ( )( ) 0e ο ≤d p である。これは条件

(I)に矛盾する。                                                             Q.E.D. 
 

この定理 4.9 は、全ての労働者個人の搾取の存在が正の利潤の必要十分条件になる

様な経済環境の特徴づけをしている。つまり、全ての労働者個人の消費需要が

( ) ( )0
ˆ 1Pο α∈ =d p
D

であるような経済環境でしか、全ての労働者個人の搾取の存在が正の利

潤の必要十分条件になるという意味での、「マルクスの基本定理」を維持できないのである。

ここで、 ( ) ( )0
ˆ 1Pο α∈ =d p
D

であるとは、価格pの下で、所得 1 を有する労働者ο が選択する

消費ベクトルは、偶々、その財ベクトルの純産出の為に必要な労働投入量が 1 未満となる

性質を持っている事を意味する。このようなケースは、まさに経済の生産技術条件と個人

の消費選好の特性とが相まって、偶々、成立するような状況でしかない。したがって、そ

の意味で、条件(II)が労働者の消費選好の異なる経済環境での｢マルクスの基本定理｣を成立

させる定義域条件であるという事は、事実上、そのような環境での｢マルクスの基本定理｣

の不可能性を意味すると言って良いだろう。実際、互いに異なる多様な消費選好をもつ社

会であれば、再生産可能解である以上、平均消費需要ベクトル ( )( )0;
O

ο
ο

α
∈

d p は仮定 A5 の

下では ( )0
ˆ 1P α =
D

の要素でなければならないが、個々の労働者に関しては何らの制約も課さ

れないからである。したがって、定理 4.9 の条件(II)が成立するのは極めて偶然的な状況で

あり、逆に言えば、条件(II)が成立しない場合には、正の利潤率の下で非正の搾取率の労働

者が存在することを意味するのである。 
 定理 4.9 の結果を応用する形で、我々は実際、以下のように、正の利潤の下で負の

搾取率を享受する労働者の存在を発見できる： 
 
系 4.1：今、 ( )0 #Oα ≤ω とする。生産技術体系が A1, A2, A3, A5 を満たす様なある資本主

義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν
ο ν∈ ∈

⋅d ω が存在し、そこではある再生産可能解 ( )( ),1 ,p α にお

いて、正の総利潤とある労働者個人 Oο ∈ に関して、 ( )( ) 0e ο <d p が両立する。 
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証明： 以下の様な生産点を選ぶ： 

( ) ( ) ( )( )1 1 1 1
0 , , 1, 1,0 , 2.5,1α= − − = − −α α α ; ( ) ( ) ( )( )2 2 2 2

0 , , 1, 0, 1 , 2.5,1.5α= − − = − −α α α ; 

( ) ( ) ( )( )3 3 3 3
0 , , 1, 1.5,0 , 1.5,1.01α= − − = − −α α α ; ( ) ( ) ( )( )4 4 4 4

0 , , 1, 0, 1.5 , 2.6,1.5α= − − = − −α α α . 

以上の 4 点をベースにして、生産可能性集合 P として、 P∈0 であり、かつ

( ) { }1 2 3 4
0

ˆ ˆ ˆ ˆ ˆ1 , , , ,P conα = = α α α α 0 であるような任意の 2 2
− − +× ×R R R 上の閉凸錘な部分集合を

考える。このような集合 Pは確かに A1, A2, A3, A5 を満たす。この社会の総資本財賦存は

( )1,0=ω である。他方、各自 1 単位労働を雇用された 2 人の労働者 *,M Oν ∈ が存在し、 

( )1 3,2 3=p に対して、 ( ) ( )*
0.5,1.25ν =d p , ( ) ( )2.5,0.25M =d p . 

 この経済において、 ( )( )1,1 ,p α が唯一の再生産可能解である事を確認しよう。第一

に、 ( )( ) ( ) ( ) ( )
*

0
1 1; 1.5,0.75
2 2

M
O

ο ν
ο

α
∈

= + =d p d p d p より、 ( ) ( )( )1 1
0 0ˆ 1.5,1 ;

O
ο

ο
α α

∈
= ≥α d p 。 

これは定義 2.7-(b)を満たす。また、定義より 1 =α ω。また、 ( )( )0; 1
O

ο

ο
α

∈
=pd p 。さらに、

この価格pの下で、任意の { }1 2 3 4ˆ ˆ ˆ ˆ ˆ, , , ,con∈α α α α α 0 に対して、 1ˆ ˆ1 1− ≥ −pα pα 。他方、任意

の { }2 3 4, ,i ∈α α α α に対して、 1 i<pα pα であるので、結局、 1α は唯一の利潤率最大化解であ

る。以上より、 ( )( )1,1 ,p α が唯一の再生産可能解である。 
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 図 4.6：労働者の異なる消費選好のある経済でのマルクスの基本定理の不成立 

 
上記の図 4.6 よりも確認できるように、この再生産可能解の下で、総利潤は

1ˆ 1 0− >pα 。また、このとき、 ( )( ) ( )0 0
ˆ; 1

O
Pο

ο
α α

∈
∈ =d p

D

より、 ( )( )( )0. . ; 1
O

l v ο

ο
α

∈
<d p 。他方、

( ) ( )*

0
ˆ 1Pν α∉ =d p
D

である。これは ( )* 3ˆνd p α� であり、 3
0 1α = であり、かつ A5 である事か

ら従う。すなわち、 ( )( )*
. . 1l v ν >d p である。                                      Q.E.D. 

 
以上の｢正の利潤の再生産可能解の存在可能性と任意の労働者個人の正の搾取率

の同値関係の不可能性命題｣の議論に対して、搾取率というのは資本家階級総体と労働者階

級総体との間の階級的分配関係を表すマクロ的指標であって、個々の特定の労働者がどれ

だけ搾取されているかについてのミクロ的データに意味を与えるものではない、という反

論が予想されよう。また、実際、階級全体として平均的労働が搾取されていようとも、個々

の労働者の中には搾取の程度が極めて低い個人なり、場合によっては、むしろ搾取されて

いるとは言えないような個人が存在していても、特にそのこと自体はマルクスの搾取論を

なんら害するものではない、という見解は、一般的には説得的である。 
しかし、本稿で我々が論じている状況では、個々の労働者間での搾取率が正であ

るか負であるかの違いは、純粋に彼らの消費需要の違いによって生じているのであり、そ

( )* *,1dυ p

( )*,1dΜ p

( ) ( )( )**
,0 0,1 ; Md να αp

3

1

2

4

ˆ (0,1.01)
ˆ (1.5,1)
ˆ (2.5,1)
ˆ (2.6,0)

=

=

=

=

α
α
α
α

* 1 2,
3 3

⎛ ⎞= ⎜ ⎟
⎝ ⎠

p1.25
1.01

1
0.75

0.5

0.25

0.5 1 1.5 2.5 2.6

•

•

• •

•

••

2α̂

1α̂
3α̂

4α̂•

( )0ˆ 1P α∂ =
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の事こそが問題なのである。この状況では、個々の労働者は消費選好を除けば、彼らの労

働スキルも労働強度も労働時間も、貨幣賃金率も、互いの違いは存在しない。つまり全て

の個人は同一の客観的労働条件の下で雇用され、同一の賃金収入を得ているにも関わらず、

個々人の消費選好の違いを反映した消費需要ベクトルの違いがあるが故に、労働者階級全

体としては搾取率が正でありながら、ある個人の搾取率は負にも正にもなり得る。この事

は、森嶋型労働搾取の定式の下では、搾取率の決定要因は、労働者階級にとって客観的な

資本主義的生産様式なり労働条件ばかりでなく、個々の労働者の主観的な消費財への嗜好

の違いをも含むことを意味しよう。このような性質を孕んでいる森嶋型の定式においては、

労働者たちの労働の成果の資本家たちによる取得の程度を表すと従来理解されてきた搾取

率指標そのものの頑健性が疑われると言わざるを得ないであろう。 
 尚、上記の不可能性定理は、再生産可能解が均衡概念である事には依存していな

い。実際、以下の例が示すように、フォン･ノイマン経済体系を想定し、均衡概念を均斉成

長解としたとしても尚、同様の不可能性が導出されるのである：8 
 

定理 4.10 [吉原(2005)]:9  任意の資本主義経済 ( ) ( )( )( ) ( ), ,, ; , ;A B L O N
N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω を考え

る。今、 ( )0 #Oα ≤ω とする。このとき、均等利潤率 1π > − を持つ均斉成長解 ( )( ),1 ,p x に関

して、以下の二つの言明は同値である: 

(I) 均斉成長解 ( )( ),1 ,p x の均等利潤率が正である事の必要十分条件は、全ての労働者 Oο∈

に関して ( )( ) 0e ο >d p である; 

(II) 全ての労働者 Oο ∈ に関して、 ( ) ( ) ( ), , 0
ˆ 1A B LPο α∈ =d p
D

. 

 
例 4.6 (均斉成長解が正の利潤率を持つときに個人的には負の搾取率をもつ労働者が存在す

る例) [吉原(2005)]：  

フォン・ノイマン生産技術体系が ( )
4 1 3 2 0

, , 1,1
1 5 2 0 3 4

B A L⎡ ⎤ ⎡ ⎤
= = =⎢ ⎥ ⎢ ⎥
⎣ ⎦ ⎣ ⎦

とする。今、

この社会にはタイプ *ν とタイプM の2種類の互いに相異なる消費需要関数をもつ労働者た

ちが存在し、その総労働賦存量の比率は、タイプν 労働者たちが1 3、タイプ M 労働者た

                                                  
8 尚、この不可能性帰結に対して、松尾(2007)は｢諸個人に拡張された搾取｣の定義による解決を提案している。しかし、

この提案は、事実上、労働者階級の平均的消費需要に基づく搾取率を、各個人の搾取率と再解釈したものに過ぎない。

平均的消費需要に基づく搾取率に関して、マルクスの基本定理が頑健であるのは、すでに定理 4.8 が示した通りである。 
9 証明は定理 4.9 のそれに倣う形で、容易に確認できる。 
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ちが 2 3であるとする。価格が ( )1 3,2 3=p のときのタイプ *ν 労働者たちとタイプM 労働

者たちの、所得１の下でのそれぞれの消費需要ベクトルを ( )
* 3

0
ν ⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

d p , ( )
0

3 2
M ⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

d p と

する。 

今、工程１の雇用労働はタイプ *ν 労働者たちのみからなっているとしよう。同様

に、工程２の雇用労働はタイプM 労働者たちのみからなっているとしよう。そのとき、工

程１と工程２の生産比率が 1 対２である場合の、社会の総雇用労働の平均的消費需要ベク

トルは、 

( )( ) ( ) ( )
*

0
11 2;
13 3

M
O

ο ν
ο

α
∈

⎡ ⎤
= + = ⎢ ⎥

⎣ ⎦
d p d p d p  

となる。したがって、 
1 3
2 3
⎡ ⎤

= ⎢ ⎥
⎣ ⎦

x , ( )1 3,2 3=p  及び 1 3π =  

が一つの均斉成長解を構成する。そのことを確認しよう。第一に、 

[ ] ( ) ( )
5 2 1

1 3,2 3 3 2,3 2
1 7 4

B A ⎡ ⎤
− = =⎢ ⎥

⎣ ⎦
p  

かつ、 

( ) ( ) ( ) ( )
3 2 01 41 1 3,2 3 1,1 3 2,3 2
0 3 43 3

A Lπ π
⎡ ⎤

+ + = + =⎢ ⎥
⎣ ⎦

p  

より、均斉成長解の定義 2.9-(a)が等式で満たされている。よって定義 2.9-(d)も、自動的に

満たされる。次に、 
4 1 1 3 2
1 5 2 2 3 2

B ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤
= =⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥
⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦

x  

かつ、 

( ) ( )( ) 3 2 0 1 3 1 1 1 3 241 ;
0 3 4 2 3 1 1 2 3 23O

A Lο
ο

π
∈

⎧ ⎫⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤⎪ ⎪⎡ ⎤+ + = + =⎨ ⎬⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥⎢ ⎥⎣ ⎦ ⎪ ⎪⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎩ ⎭
d p x x  

より、均斉成長解の定義 2.9-(b）が等式で満たされている。さらに均斉成長解の定義

2.9-(c),(e)が満たされている事も容易に確認できる。以上より、( ), ,πp x は均斉成長解を構成

する。 

また、この経済では [ ] 1B A −− が存在して、[ ] 1 14 27 8 27
8 27 20 27

B A − −⎡ ⎤
− = ⎢ ⎥−⎣ ⎦

となる。したがって、 

[ ] ( )( )1 014 27 8 27 1 6 27
;

8 27 20 27 1 12 27O
B A ο

ο

−

∈

−⎡ ⎤ ⎡ ⎤ ⎡ ⎤
− = = ≤⎢ ⎥ ⎢ ⎥ ⎢ ⎥−⎣ ⎦ ⎣ ⎦ ⎣ ⎦

d p x x  

より、 0 2 3L =x 。かくして、 01 0L− >x より、確かに 0>e であり、これはマルクスの基本

定理と整合的な結論である。 
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他方、工程１に雇用されているタイプν 労働者の搾取率について見てみよう。タイ

プ *ν 労働者の１労働日当たりの必要労働時間を導出する事は、以下の 

[ ] ( )
*

* *

*

1

2

5 2 1 3
1 7 4 0

x
B A

x

ν
ν ν

ν

⎡ ⎤⎡ ⎤ ⎡ ⎤
⎢ ⎥− = ≥ =⎢ ⎥ ⎢ ⎥
⎢ ⎥⎣ ⎦ ⎣ ⎦⎣ ⎦

x d p  

を満たす
*ν ≥x 0の中で、

* *

1 2x xν ν+ が最小値となるベクトルを選ぶことに等しい。今、タイ

プ *ν 労働者の搾取率が非負になることとは、最小値に関して
* *

1 2 1x xν ν+ ≤ が成立することに

他ならない。したがって、
* *

2 11x xν ν≤ − とならねばならない事を考慮して、上記不等式を整

理すれば、 1̂4 3 xν≤ となる。これは、
* *

1 2 1x xν ν+ ≤ が成立しない事を意味する。すなわち、

* *

1 2 1x xν ν+ > とならねばならない。これは
*

1L ν >x を意味する。                    Q.E.D. 

 
4.5. 所得依存的労働搾取の定式の下でのマルクスの基本定理の可能性 

これまでの議論を通じて、レオンチェフ経済体系を越えてより一般的な凸錘生産経済

を想定して議論するならば、フォン・ノイマン経済体系の下での定式として提唱された労

働搾取の定義として森嶋型、松尾型、Roemer 型のいずれも、マルクスの基本定理を再生産

可能解の均衡概念の下で成立させる事が出来ない事を確認してきた。10 以上の不可能性の

諸帰結を踏まえ、この節では一般的な凸錘生産経済で定義される新たな搾取の 2 つの定式

を提唱する。 
この新たな搾取の定義は、その定式の為に価格情報を要するという点で、Roemer 

(1982;Chapter 5)による定式と共通の特性を持つ。しかしながら、Roemer (1982;Chapter 5)
による定式では、財ベクトルの労働価値の決定が、再生産可能解の均衡価格の情報を必要

とする点で、森嶋型や松尾型と異なる立場に立っているが、労働者が賃金を通じて消費す

る財ベクトルの労働価値の大きさが必要労働量を決定し、それが 1 労働日に相当するか否

かで搾取の決定をするという点では森嶋型と同じ構造を踏襲している。他方、新しい搾取

の定式においては、消費財ベクトルの労働価値に基づく必要労働量という定式化自体もも

はや、事実上踏襲していない。財ベクトルの労働価値というよりもむしろ、労働者の現状

の賃金所得を国民経済が創出する為にはどれだけの労働が社会的に最低限、支出されなけ

ればならないか、という観点で必要労働量を導出する。つまり労働者 1 人当たりに賦与す

る現状の 1 日当たり賃金所得を生産するために、社会的にはどれだけの労働量が最低限、

                                                  
10 New Interpretation 派の Lipietz(1982)等の労働搾取の定式については、3.4 説で議論しているが、基本的にレオン

チェフ経済体系のモデルを前提した定式であり、フォン・ノイマン経済体系以上の経済環境に一般化したときに、この

定式がいかに拡張されるかについては不明瞭である。 
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投下されなければならないかに関心を持ち、その値が 1 労働日未満であるときに労働搾取

の存在を読み取るのである。 

最初の定式は、以下のように与えられる。まず、 ( ) { }, nB w w+≡ ∈ =p c R pc によって、

労働者の与えられた賃金所得wの下での予算集合を表すとしよう。そのとき： 
 

定義 4.6. [Yoshihara (2006)]: 価格 ( ),wp の下で、所与の賃金所得 0w > における労働の搾取

率(the rate of labor exploitation)は以下のように与えられる： 

                  ( )( ) ( ) ( )( )
( ) ( )( )

,

,

1 min . . ; ,
; ,

min . . ; ,
B w

B w

l v w
e w w

l v w
∈

∈

−
≡ d p

d p

d p
p

d p
.                     (4.26) 

 

この定義において、 ( ) ( )( ),min . . ; ,B w l v w∈d p d p は、各労働者の 1 労働日当たりの賃金所得 0w >

の下で購入可能な財ベクトルの Roemer (1982; Chapter 5)型労働価値の最小値である。こ

れは定義 4.6 における、いわゆる必要労働量とは各労働者の消費財ベクトルに関するもので

はなく、むしろ彼の稼得する賃金所得に関するものであると見なす事ができる。すなわち、

彼に賃金所得 w分の収入を保証する為には、社会的にどれだけの労働量がこの収入分をも

たらす為の生産活動に、最低限投下されなければならないかに関心を払っているのである。

このような、 ( ) ( )( ),min . . ; ,B w l v w∈d p d p に関する解釈は、標準的なミクロ経済学の消費者行動

理論における支出最小化問題の概念、すなわち、所与の効用水準に達する為に最小限要す

る富の支出額の決定問題のアナロジーとして、与える事ができるだろう。 

 第二の定義は再生産可能解 ( )( ),, , p wwp α の価格情報 ( ),wp のみならず、総生産点

,p wα の情報にも依存した定式である。今、
,

,
0 ,

0

ˆˆ
p w

p w
p wα

≡
αα と定義すると、 ,

0ˆ p wα はこの経済で 1

労働日当たりに純生産された財ベクトルである。さらに、 ,
0ˆ p wpα は 1 労働日投下によって生

産された国民所得である。ここで ( )( ),
,

0

, ,
ˆ

p w
p w

wt w ≡p α
pα

とする。この ( )( ),, , p wt wp α は当該

経済での均衡において実際に行使された生産計画 ,p wα の下で、賃金収入wを生産するのに

必要な労働量である。この必要労働量に基づいて、搾取率は以下のように与えられる： 
 

定義 4.7. [Yoshihara (2007)]: 再生産可能解 ( )( ),, , p wwp α の下で、所与の賃金所得 0w > にお

ける労働の搾取率(the rate of labor exploitation)は以下のように与えられる： 
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                      ( )( ) ( )( )
( )( )

,
,

,

1 , ,
; , ,

, ,

p w
p w

p w

t w
e w w

t w

−
≡

p α
p α

p α
.                     (4.27) 

 
この定義 4.7 の労働搾取の定式もまた、定義 4.6 の場合と同様に、労働者１個人に賃金所得

w分の収入を保証する為には、社会的にどれだけの労働量がこの収入分をもたらす為の生

産活動に、最低限投下されなければならないかに関心を払っている。定義 4.6 との違いは、

定義 4.7 では、労働者１個人に賃金所得w分の収入を賦与するのに社会的に要する最小投下

労働量を、実際に当該経済が均衡においてアクセスする生産経路のみを利用する形で、導

出している点である。 
こ の 種 の 定 式 は 、 あ る 意 味 、 New Interpretation 派 に お け る

Dumenil-Foley-Lipietz 的労働搾取の定式の一般的凸錘生産経済への拡張という解釈も可

能であろう。しかし、そのそれぞれの定式の背景にある概念は、かなり違うものと考えら

れる。また、この定義 4.7 においては、総雇用労働量と国民所得の労働価値との間の等値関

係――これをマクロ経済的恒等式と呼ぶ事もある――が成立している。11 その種の等値関

係は、レオンチェフ経済体系の下では森嶋型の定式であっても尚、自然と導出されるもの

であるが、一般的凸錘生産経済においては、むしろ一般的には成立しない。 
 以上 2 つの労働搾取の定式では、同一労働時間で同一賃金という意味で、客観的

な労働条件がまったく同一の労働者同士の間での、搾取率の値が全く同一になる。こうし

た性質は従来の搾取の定義では満たされなかったものであり、したがって、これらの定式

の場合、労働者の主観的な消費需要の違いが各労働者の搾取率の違いや、搾取関係のポジ

ションの違いになって現れるという事は有り得ない。その意味で、この 2 つの労働搾取の

定式は、労働者間の消費選好が同一であろうと異なる経済環境であろうとも、そのマルク

スの基本定理に関する性能に違いは生じない。よって、以下ではより一般的なケースを想

定して、労働者間の消費選好が異なる経済環境のモデルで議論する事としよう。 
 我々は以下のような結果を得る事ができる： 
 

定理 4.11 [Yoshihara (2006)]: 任意の資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω において、

その生産技術体系が A1, A2, A3 を満たすとしよう。そのとき、この経済での任意の再生産

可能解 ( )( ),1 ,p α に関して、その総利潤が正である事の必要十分条件は、 ( )( )1; ,1 0e >p であ

る。 
 

                                                  
11 その性質に関して、この定式は Flaschel (1983)と共有する。 
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定理4.12 [Yoshihara (2007)]: 任意の資本主義経済 ( )( )( ) ( ), ; , ;
O N

N O P ο ν

ο ν∈ ∈
⋅d ω において、

その生産技術体系が A1, A2, A3 を満たすとしよう。そのとき、この経済での任意の再生産

可能解 ( )( ),1,1 , pp α に関して、その総利潤が正である事の必要十分条件は、 ( )( ),11; ,1 , 0pe >p α

である。 
 

ここで定義 4.6 と定義 4.7 より、任意の再生産可能解 ( )( ),1 ,p α に関して、恒等的に 

                        ( )( ) ( ) ( )( ),1
,1,1 , min . . ; ,1p

Bt l v∈≥ d pp α d p                    (4.28) 

である。よって、マルクスの基本定理は、定理 4.12 に関して成立すれば、定理 4.11 に関し

てもその見通しが高くなる。それゆえ、以下では定理 4.12 の証明から始める事としたい。 
 

定理4.12の証明： ( )⇒ . 再生産可能解の下での総利潤が , ,
0ˆ 0p w p wα− >pα であるとしよう。

すなわち、 , ,
0ˆ p w p wα>pα であり、よって ,

0ˆ 1p w >pα 。ところで、 ( )( ),1
,1

0

1,1 , 1
ˆ

p
pt = <p α

pα
とな

るので、結局(4.27)式より、 ( )( ),11; ,1 , 0pe >p α が従う。 

( )⇐ .再生産可能解 ( )( ),1,1 , pp α の下で、 ( )( ),11; ,1 , 0pe >p α であるとしよう。すなわち、

( )( ),1
,1

0

1,1 , 1
ˆ

p
pt = <p α

pα
。これは ,

0ˆ 1p w >pα であり、したがって、 , ,
0ˆ 0p w p wα− >pα となり、総

利潤が正となる。                                                         Q.E.D. 
 
定理 4.11 の証明： ( )⇒ . これは(4.28)の関係から、定理 4.12 の成立より自動的に従う。 

( )⇐ .再生産可能解 ( )( ),1,1 , pp α の下で、 , ,
0ˆ 0p w p wα− =pα としよう。再生産可能解の定義

2.7-(b)より、 ( )( ),1
0 0ˆ ;p

O
ο

ο
α

∈
≥α d p 。ここで ( )( )( ),1

0 0ˆ ; 0p
O

ο

ο
α

∈
⋅ − =p α d p である事より、p 0�

であるならば ( )( ),1
0 0ˆ ;p

O
ο

ο
α

∈
=α d p となる。この ( )( ),1,1 , pp α に関して、いずれの利潤率最大

化純生産物 ( ) ( )0
ˆˆ ,1 1P P α′∈ ∩∂ =α p においても、 ˆ 1 0′ − =pα 。かくして、任意の



 51

( ) ( )0
ˆˆ ,1 1P P α′∈ ∩∂ =α p に関して、 ( )( )0ˆ ;

O
ο

ο
α

∈
′ =pα pd p 。これは ( )( )0;

O
ο

ο
α

∈
=pc pd p となる

任意の消費財ベクトル n
+∈c R に関して、 ( )( ). . ; ,1 1l v ≥c p である。したがって、 

( ) ( )( ),1min . . ; ,1 1B l v∈ =c p c p  

となり、 ( )( )1; ,1 0e =p が従う。 

 次に >p 0の場合、 ( )( ),1
0 0ˆ ;p

O
ο

ο
α

∈
>α d p の可能性がある。しかし、 

( )( )( ),1
0 0ˆ ; 0p

O
ο

ο
α

∈
⋅ − =p α d p であるので、 ( )( ) ( )0 0

ˆ; 1
O

Pο

ο
α α

∈
∈∂ =d p となる。かくして、任意

の ( ) ( )0
ˆˆ ,1 1P P α′∈ ∩∂ =α p に関して、 ( )( )0ˆ ;

O
ο

ο
α

∈
′ =pα pd p 。これは ( )( )0;

O
ο

ο
α

∈
=pc pd p とな

る任意の消費財ベクトル n
+∈c R に関して、 ( )( ). . ; ,1 1l v ≥c p である。したがって、 

( ) ( )( ),1min . . ; ,1 1B l v∈ =c p c p  

となり、 ( )( )1; ,1 0e =p が従う。                                                Q.E.D. 

 
 このように、上記の 2 つの所得情報依存的労働搾取の定式によって、我々はマル

クスの基本定理の成立を、一般的凸錘生産経済において、再生産可能解の特徴づけとして

ようやく導き出す事ができた。ここでは仮定 A5(生産の非付属性)も課していないし、また

定理はこの場合、労働者個々人の消費選好が同じであろうと異なろうとに関わりなく成立

する。また、上記の 2 つの定理はいずれも労働者の賃金率を生存賃金水準である 1 に設定

して議論しているが、 1w > のケースでも定理は変わりなく成立する。 
 これらの結論に対して、労働価値の価格情報からの独立性に拘泥する、伝統的な

マルクス経済学の観点からは、この新しい２つの定式に対して異論も少なくないであろう。

また、これまで論じてきたように、森嶋型や松尾型のような定式の場合、マルクスの基本

定理の成立に失敗しているものの、依然として、これらとは別の代替的な、価格独立的労

働搾取の定式化を探求するべしとの立場もあるであろう。しかし、残念ながら、これらの

戦略は必然的に失敗せざるを得ないのである。後の最終章で見るように、我々は労働搾取

の定義が最低限満たすべき必要条件を、労働搾取の公理(Axiom for Labor Exploitation)と
して定式化できる。そしてその公理を満たす任意の労働搾取の定式の下で、マルクスの基

本定理が成立する為の必要十分条件を特徴付ける事が出来る。この必要十分条件は、労働
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搾取の公理を満たすような搾取の定式に関する条件である。そして、この必要十分条件よ

り導ける事は、いかなる価格独立的な労働搾取の定式といえども、一般的凸錘生産経済に

おける任意の再生産可能解に関して、マルクスの基本定理を成立させる事は出来ない、と

いう不可能性命題なのである。 
 
4.6. 結論に代えて 

我々は 3 章に引き続き、4 章においてもマルクスの基本定理について論じてきた。も

っとも単純なレオンチェフ経済体系に限定して議論を進めてきた 3 章と異なり、4 章では一

般的な凸錘生産経済におけるマルクスの基本定理の頑健性を確認する事が主な課題であっ

た。最終的に我々は、所得依存的な労働搾取の新しい定式を提唱する事によって、このよ

り一般的な経済環境でのマルクスの基本定理の頑健性を保証したわけだが、この定理の含

意については、基本的に 3 章の 3.5 節で展開した議論がここでも依然として適用され得る事

に留意する必要があろう。4.5 節における労働搾取の新しい定式を受容する限り、我々はい

まや、マルクスの基本定理は、新古典派経済学において示された、完全競争解に関する代

表的な特徴づけ定理である｢厚生経済学の基本定理｣に匹敵するほどに十分に頑健な、資本

主義経済における均衡解の特徴づけ定理である事を確認できる。しかしながら、この定理

の厚生的含意については、依然として大きな留保が必要である。 
第一に、この定理によって、資本主義経済における正の利潤生成の唯一の源泉は労働

搾取の存在であるというメッセージを引き出す事は出来ない。これについては、3.5 節での

一般化された商品搾取定理を用いた議論が想起されれば十分である。また、この事は、利

潤生成の背景に、一般的に労働搾取が存在する事までをも否定するわけではない事も、留

意が必要である。我々は、労働力という生産要素に｢唯一の価値形成的機能｣を押し付ける

ような古典的マルクス主義の解釈の正当性確保の為に、マルクスの基本定理が利用できな

い事を明らかにしてきたが、その問題と労働搾取の存在問題とはまた別である。 
第二に、しかしながら、マルクスの基本定理の論脈で扱われている労働搾取とは、依

然として、対象とする資本主義社会において｢剰余｣の存在する事の、労働をニュメレール

とした表現に過ぎない。その意味での｢搾取｣であれば当然ながら、理想的な社会主義経済

体制であっても存在するだろう。しかし、マルクスにおいて労働搾取とは、単に生産的な

経済における｢剰余｣の存在に還元されるものではなかった事は確かであり、それは一つの

社会関係の指標であり、とりわけ所有的関係や生産関係を特徴付ける一つの指標であった

と言える。その側面での搾取概念を定式化した理論分析においてこそ、労働搾取の厚生的

含意とは何かについてのより積極的な議論の展開が可能となるだろう。対して、マルクス

の基本定理とは、こうした意味での｢剰余｣の存在によって、市場経済における正の利潤の

伴う均衡解に関する一つの特徴付けを与えるものに過ぎない。 
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